
辰野町行財政改革推進本部会

 『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表



各部会の担当項目

 第１部会

１.　開かれた行政の推進　（No１～８）

２.　住民と協働した行政運営の推進　（No９～１８）

４.　効率的な行政運営の推進

　　　（２）　公営企業等の経営改善　（No３４～４０）

 第２部会

４.　効率的な行政運営の推進

　　　（1）　事務事業の見直し　（No２３～３３）

　　　（３）　組織・機構の見直し　（No４１～４３）

　　　（４）　公共施設の利活用の推進　（No４４～４５）

　　　（６）　行政評価システムの活用と目標設定による行政運営の推進　（No５１～５２）

６.　人事制度の見直しと人件費の抑制　（No７３～７９）

 第３部会

３.　情報化の推進による行政サービスの向上　（No１９～２２）

４.　効率的な行政運営の推進

　　　（５）　民間委託等の推進　（No４６～５０）

５.　効率的で健全な財政運営の確立　（No５３～７２）

 評価達成度のガイドライン

A・・・初期目的をほぼ達成（実施内容等の目標の８０％から１００％を達成）

B・・・初期目的の達成のため努力したが計画目標に達しない（実施内容等の目標の５０％から７９％を達成）

C・・・初期目的には達せず今後検討・研究の余地がある（実施内容等の目標の４９％以下）

D・・・未実施

E・・・検討の結果、他の施策との優先性を考慮し、当分の間実施を見送る　または計画の変更および中止



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

⇒

AH２４年度
判定

・第５次総合計画前期
基本計画の評価に対
する意見公募
・後期基本計画（案）に
対する意見公募

平成２７年度

AH２４年度
判定

平成２７年度

第五次総合計画前期
基本計画に対する住民
満足度調査の実施

第五次総合計画及び第五次行財
政改革大綱については、５年ごとに
住民評価と検証を行い反映させる
仕組みを確立している

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

推進項目

住民意見の公募制度（パブリックコメント制度）の継続実施

辰野町地域防災計画への住
民意見の公募実施予定（10月
～11月）

⇒

平成２４年度

⇒

平成２６年度
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行革コード

《 1 》

目標

公募が必要な案件なし

・辰野町地域防災計画への住
民意見の公募実施(10月から11
月）
・辰野町暴力団排除条例（案）
への住民意見の公募実施（１１
月）
　意見数　０

総合判定

A
具体的な
取り組み

町が重要な政策の形成過程において、その政策に関する計画等の素案の趣旨、内容その他必要な事項を公表し、住民等から広く意見・情
報及び専門的な知識を求め、寄せられた意見等に対する町の考え方を明らかにするとともに、有益な意見等を考慮して町としての意思決
定を行う住民意見の公募制度（パブリックコメント制度）の実施を図ります。

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

必要に応じて実施

⇒ ⇒

必要に応じて実施
H２７年度
達成目標

⇒

平成２３年度 平成２４年度

平成２７年度

平成２５年度 平成２６年度

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度

町の重要な政策の形成過程におい
て、住民意見の公募制度（パブリッ
クコメント制度）を導入

H２７年度
達成目標

平成２５年度 平成２６年度

健康づくり計画たつの２６　は
住民アンケートにより策定（２
千人に送付）

総
務
課

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

実施
及び
計画

第五次行財政改革大綱
（案）及び推進プログラム
（案）のパブリックコメント
実施（１月１９日から２月６
日）意見数４

地域公共交通ビジョン（骨子
案）に対するパブリックコメント
を実施（４月３日から２２日）

目標

第５次行財政改革大綱
（案）及び推進プログラム
（案）のパブリックコメント
実施

・地域公共交通ビジョン
・第５次総合計画前期基本計
画における協働のまちづくりの
あり方についての取りまとめ結
果への意見公募（まちづくり委
員会）

実施
及び
計画

必要に応じて実施 ⇒

⇒

平成２３年度

A

地域福祉計画策定は、パブリッ
クコメントを実施し作成
意見数　０件

平成２６年度平成２５年度

目標

保
健
福
祉
課

実施
及び
計画

第５期辰野町高齢者福祉
計画・介護保険事業計画
のパブリックコメント実施。
意見数　０件

実施
及び
計画

必要に応じて実施

H２４年度
判定

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

H２７年度
達成目標

平成２７年度

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度 平成２４年度 平成２５年度

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２４年度

実施
及び
計画

平成２５年度

平成２３年度
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行革コード 推進項目

平成２３年度

⇒

実施
及び
計画

平成２３年度

H２７年度
達成目標

平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２３年度

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

委員等の改選時に、公募可能
な委員会は委員の公募を行う

H２７年度
達成目標

公募可能な委員会等においては公
募の実施

H２４年度
判定 C

各
課

目標
公募可能な委員会等にお
ける公募の実施

⇒ ⇒ ⇒

委員会・審議会等における委
員の公募状況　44.0％　（３頁
参照）

委員会・審議会等におけ
る委員の公募状況
44.4％

総合判定

《 2 》 審議会・委員会・計画作成等への住民の公募制の拡大 C
具体的な
取り組み

政策等の形成過程の透明性を向上するために住民参画の拡充を図ります。
公募委員に大勢の住民が参加できるようにするため原則として「重複の委嘱」は避けるようにし、また、開催日時を工夫しながら開催しま
す。
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【審議会・委員会・計画作成等への住民の公募状況】

25 11 44.0

（内訳）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

公募可能な審議会等数 公募実施率（％）

辰野町特別職報酬等審議会 × 委員改選なし

まちづくり政策課 辰野町行財政改革推進委員会 委員改選なし

まちづくり政策課 国際交流委員会 × 委員改選なし

総務課

まちづくり政策課 辰野町まちづくり委員会 ○ 委員改選なし

○

○まちづくり政策課 辰野町有線テレビ番組審議委員会

まちづくり政策課 辰野町広報企画委員会 ○

住民税務課 辰野町環境審議会 ○ 委員改選なし

住民税務課 ごみ減量化推進委員会 × 委員会未開催

○ 委員改選なし住民税務課 国民健康保険運営協議会

産業振興課 辰野町観光開発審議会 ×

保健福祉課 辰野町保健福祉推進委員会

建設水道課 辰野町交通安全推進協議会

産業振興課

教育委員会 辰野町男女共同参画社会推進委員会 ×

教育委員会 辰野町社会教育委員

教育委員会 図書館協議会 ×

教育委員会 公民館運営審議会 ×

教育委員会 辰野町民会館運営協議会 × 委員改選なし

教育委員会 美術館協議会 ×

教育委員会

町立辰野総合病院運営委員会 ○

委員改選なし○

スポーツ推進委員会

辰野病院 辰野総合病院建設委員会（24年度限り）

消防署 辰野町消防委員会

委員改選なし

委員改選なし辰野病院

○

委員会未開催

○

建設水道課 辰野町都市計画審議会 ○

委員改選なし

教育委員会 公民館報編集委員

備　　考課　　名 公募可能な審議会等名称 公募の実施状況

辰野町森林委員会 ×

公募した審議会等数

×

×

×

×
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２７年度
達成目標

A

- -

・辰野竜西の事業実施に向け
ての説明会開催（小野・川島・
今村・宮木・新町・羽場地区）
・辰野竜東の事業実施に向け
ての説明会開催（赤羽・樋口
地区）

H２７年度
達成目標

⇒ ⇒

辰野竜東・辰野竜西事業の実施予
定地区への説明会を開催する

H２４年度
判定 A

A

平成２７年度

⇒

平成２７年度

A

協働のまちづくり成果発表会
の開催（8/10）

⇒

平成２７年度

町政運営に関する意見や要望を広く把握するために、多くの住民が参加しやすいまちづくり意見交換会を開催します。
主要な事業の実施に当たっては住民説明会を開催します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成２７年度

⇒

・第五次総合計画後期基本計画を策定
するにあたり、全町的に意見交換会を
計画する
・公共交通の確保維持のため、住民説
明会・意見交換会を行う

H２４年度
判定 A

まちづくり意見交換会・住民説明会の実施

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

平成２５年度 平成２６年度

平成２６年度

総合判定

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 住民説明会の実施 ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

辰野町第五次行財政改革
大綱住民説明会　2/10〜
11日にかけて、役場にて３
回開催（参加者39人）

・地域公共交通住民座談会を町内
５箇所で開催し、99人が参加した
・デマンド運行の啓発のための住
民説明会開催。Ｈ25年2/13〜3/6
にかけて実施し、15会場307名が
出席した

H２７年度
達成目標

住
民
税
務
課

目標 ― 住民説明会の実施 ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

国保事業について理解を得られる
ように随時説明会を開催する

H２４年度
判定 A

実施
及び
計画

―
・国民健康保険についての住
民説明会を開催　（税率改正に
ついて３回開催）

・国民健康保険についての住
民説明会を開催（特定健診・
医療費削減について３回開
催）
・７０歳,７５歳到達者へ制度に
ついての説明会を毎月開催す
る

平成２３年度 平成２４年度

産
業
振
興
課

目標 住民説明会の実施 ⇒

実施
及び
計画

辰野竜東の事業採択に向
けての説明会開催（赤羽・
樋口地区）

・辰野竜西の事業採択に向け
ての説明会開催（小野・川島・
今村・宮木・新町・羽場地区）
・辰野竜東の事業実施に向け
ての説明会開催（赤羽・樋口地
区）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

建
設
水
道
課

目標
主要工事箇所について住
民説明会の実施

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

主要工事個所について、住民説明
会を実施する・県事業の地元説明会

・計画説明会を６回実施
・辰野町道路懇談会の実施

⇒

H２４年度
判定

・県事業の地元説明会（平
出・沢底・羽場）の実施
・計画説明会を４箇所実施
・国道１５３号線整備促進
協議会ワークショップ５回
実施
・羽北道路改良委員会２
回開催

・県事業の地元説明会
・計画説明会を６箇所開催
・駅前開発ワークショップ１回
　荒神山ワークショップ３回　実
施
・辰野町道路懇談会の実施
　国道１５３号線地元住民説明
会の結果報告（開催回数４回）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

辰
野
病
院

目標 住民説明会の実施 ⇒ -

実施
及び
計画

病院整備事業住民説明会
の実施（５回）

病院整備事業住民説明会の実
施
（１回）

ー

H２４年度
達成目標

病院整備事業について、地元住民
に理解していただくため、住民説明
会を実施する

H２４年度
判定

行革コード 推進項目

《 3 》
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具体的な
取り組み
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２７年度
達成目標

地域のスポーツ振興のため、ス
ポーツに関する指導・助言及び情
報提供等が目的として活動

H２４年度
判定 A

⇒

H２４年度
判定 A

⇒

平成２５年度

平成２５年度

スポーツ推進委員による
ニュースポーツ講習（公民館、
地区、サークルの要請の都度
実施）

一般講習　３５件
普通救命講習　１５件
普及員講習　２件　　　　予定

⇒

・適切な資源化、ごみ分別に関す
る説明会（宮木区役員、平出区役
員、豊南短期大学（全学生対
象）、衛生自治連合会、消費者の
会総会、町内各小学校、各種団
体等）を実施及び実施予定
・「租税教室」・・・町内５小学校、
辰野中学校に年1回実施予定

平成２６年度 平成２７年度

まちづくり委員会において自主
防災組織の結成について事例
発表

告知システム（ほたるねっと）
の操作方法について区役員へ
の説明

平成２６年度

H２７年度
達成目標

出前講座の実施

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

必要に応じて出前講座を実施する

H２４年度
判定 A

A

⇒

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 4 》 出前講座の利用拡大と充実 A
具体的な
取り組み

町政に関するテーマについて、住民の希望に応じて町職員が直接説明に出向く出前講座の利用拡大と充実を図ります。
住民が求める新たなテーマを設定し、説明だけではなく質疑や意見交換を通じて住民の意見・要望を聴取する機会とします。

推進項目 総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総
務
課

目標 出前講座の実施 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・川島区への防災出前講
座の実施「自主防災組織
について」
・辰野高校への防災出前
講座の実施「辰野町の防
災について」

公民館講座への出前講座の実
施　「地域を知ろうハザードマッ
プって何？」
（１回）

⇒

平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 出前講座の実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

告知システム（ほたるねっ
と）の周知、加入促進のた
めの出前講座の開催（各
地区及び各種団体）

告知システム（ほたるねっと）の
操作方法について区役員への
説明（５回）

平成２３年度 平成２４年度

住
民
税
務
課

目標 出前講座の実施 ⇒ ⇒

H２４年度
判定 A

⇒

実施
及び
計画

・適切な資源化、ごみ分別に関す
る説明会（宮木区役員、平出区役
員、豊南短期大学（全学生対象）、
衛生自治連合会、消費者の会総
会）を実施
・「租税教室」・・・町内4小学校、辰
野中学校に年1回実施

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

・適切な資源化、ごみ分別に関する
説明会を毎年実施
・「租税教室」・・・町内５小学校、辰
野中学校で年一回開催し継続する

平成２７年度

教
育
委
員
会

目標

体育指導委員による
ニュースポーツ講習の実
施

スポーツ推進委員によるニュー
スポーツ講習の実施 ⇒ ⇒

体育指導委員による
ニュースポーツ講習の実
施
（東小あさひふれあい塾、
地域社協、ニュースポーツ
講習、レッツトライ親子ス
ポーツなど年間18回実施）

⇒

実施
及び
計画

スポーツ推進委員によるニュー
スポーツ講習の実施
（東小あさひふれあい塾、地域
社協、ニュースポーツ講習会、
レッツトライ親子スポーツなど
年間２７回実施）

消
防
署

目標 講習会の実施 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

一般講習　36件
普通救命講習　１２件　（内、普
通救命Ⅰ　６件、普通救命Ⅱ
６件）
普及員講習　１２件

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

初期応急手当の普及のため、救急
講習会を継続実施する

平成２７年度

H２７年度
達成目標

・適切な資源化、ごみ分別に
関する説明会（宮木区役員、
平出区役員、豊南短期大学
（全学生対象）、衛生自治連
合会、川島小学校４年生）を
実施
 ・租税教育の推進・・・「租税
教室」町内５小学校６年生対
象に年1回実施

一般講習　２９件
（外部団体　４件、保育園・幼
稚園　３件、各区及び耕地
３件、小・中学校　１０件、各
事業所　３件）
普通救命講習　１０件
（普通救命Ⅰ ２件、普通救命
Ⅱ ８件)
合計　３９件
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

審議会・委員会等への女性登用率
５０％

C

平成２６年度平成２５年度

H２４年度
判定

平成２７年度

平成２３年度 平成２４年度

H２４年度
判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 5 》

具体的な
取り組み

町では、これまでも女性の社会参加を積極的に支援するとともに計画策定などの場における女性の参画を拡大し、あらゆる分野における
「男女共同参画社会」の形成を積極的に推進しています。
今後とも引き続き、男女共同参画による女性の声を行政に反映したまちづくりを推進します。
審議会・委員会への女性登用率５０％以上を目指します。

推進項目

男女共同参画によるまちづくりの推進

総合判定

C

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

教
育
委
員
会

目標
審議会・委員会への女性
登用率５０％以上を目標

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

H24.3.31現在の町審議会
における女性委員の状況
22.5％

Ｈ25.3.31現在の町審議会等に
おける女性委員の状況
28.2％

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標役職員等の改選期に女性の

登用を図る

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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【法令・政令または条例により設置されている審議会等の女性登用状況】

32 26

420 109 26.0

（内訳）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

辰野町観光開発審議会 8

辰野町国民保護協議会 25 2 8.0

辰野町地域公共交通会議 28 4

小野特定環境保全公共下水道運営審議会 6 0

該当審議会等数

延総委員等数 女性委員比率（％）

9

15

33.3

0 0.0

うち女性委員のいる
審議会等数

女性委員数

辰野町行財政改革推進委員会

6 0

うち女性委員数
（人）

12 4

女性の割合
（％）

辰野町防災会議（兼：水防協議会）

14.3

審議会等名
委員総数

（人）

30 2 6.7

21.4辰野町環境審議会 14 3

民生委員推薦会 14 2

辰野町国民健康保険運営協議会

公民館運営審議会 8 4 50.0

8 4 50.0辰野町社会教育委員

3 50.0

辰野町文化財保護審議会 10 2 20.0

図書館協議会 6

2 33.3

辰野町都市計画審議会 15 3 20.0

美術館協議会 6

1 14.3

辰野町情報公開・個人情報保護審査会 5 0 0.0

辰野町特別職報酬等審議会 7

26.7

辰野町有線テレビ番組審議委員会 6 2 33.3

34.6辰野町保健福祉推進委員会 26

14.3

4

30.0

辰野町公共下水道運営審議会 10

0.0

辰野町森林委員会 9

0

0.0

3 30.0

合　　　　　　　　　　計

病院運営委員会 9

40.0

辰野町人権擁護審議会 6 1 16.7

420 109 26.0

0 0.0

4

37.5

60.0

保育園運営委員会 18 5 27.8

2 22.2

消防委員会 9 2 22.2

辰野町民会館運営協議会 8 3

辰野町商工業振興審議会 10

小野簡易水道運営審議会

辰野町上水道運営審議会

0.0

10 3

男女共同参画社会推進委員会 10 6

土づくりセンター運営委員会 10

辰野町福祉委員会 56 29 51.8
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２４年度
判定

『広報たつの』を引き続き定期発刊し、行政チャンネル、ホームページ等複数の手段で生活やまちづくりに必要な情報を発信します。
緊急情報や重要なお知らせについては、メール配信サービスと告知システムにより確実な伝達を目指します。

推進項目

多様な広報による情報提供

具体的な
取り組み

平成２３年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

B
総合判定

・広報たつの配布率　96%
・告知システム加入率　50%
・ほたるチャンネル番組制作件数
230件

・広報の定期発行
・行政ﾁｬﾝﾈﾙ定期放送
・告知ｼｽﾃﾑからの情報
発信

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定 B

《 6 》

⇒

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

平成２４年度

実施
及び
計画

　

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
・広報の定期発行
・行政ﾁｬﾝﾈﾙ定期放送
・告知システム構築

・広報の定期発行
・行政ﾁｬﾝﾈﾙのﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送化
・告知ｼｽﾃﾑによる情報発信

・広報の定期発行
・行政ﾁｬﾝﾈﾙ定期放送
・送出システム更新
・告知ｼｽﾃﾑからの情報発信

・広報たつのを月１回定期発行
・有線放送により定期情報を発信
（平成２３年１２月末）
・告知システムを構築し、運用を
開始
・行政チャンネルにより身近な行
政・生活情報を発信
・告知システムとメール配信サー
ビスとの連動
　　配布率　92％
　　加入率　36％

・広報たつのを月１回定期発行
・行政チャンネルのデジタル放送移行
と行政・生活情報を発信
・告知システムによる情報発信
・告知システムと連動したメール配信
サービス、防災行政無線（緊急情報）
の発信
　　配布率　92％
　　加入率　36％
　　番組制作件数　183件

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 7 》

具体的な
取り組み

町へ寄せられた意見・要望・問合せ等の対応策・解決策・再発防止策等について一元管理することで全職員が情報を共有できるデータベー
スの導入を検討します。（また、その結果は条例（情報公開条例・個人情報保護条例）等の規定に基づく個人情報の保護に配慮のうえ公表
します。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これにより業務の円滑化を図り、ワンストップサービスの実現を図ります。

情報の共有化とデータベース化の推進 A
推進項目 総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
ホームページへのQA集掲
載

情報の共有化の推進 ⇒

実施
及び
計画

町ホームページに業務・
手続きに関するQA集等行
政情報コンテンツを整備し
た

町へ寄せられた意見等をホー
ムページ、グループウェア等で
共有化

H２７年度
達成目標

業務の円滑化、迅速な窓口対応と
ワンストップサービスの実現のた
め、情報の共有化を推進する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

町へ寄せられた意見・問い合わ
せ等に関する記事をホームペー
ジで掲載

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２４年度
判定

⇒

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 8 》

推進項目

委員会・審議会等の公開と会議結果の公表

総合判定

B
具体的な
取り組み

委員会・審議会等の会議は個人情報等を含むもの以外は原則公開とし、また、会議結果等の公表を行います。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

各
課

目標
公開可能な委員会等の結
果の公表

⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

公開可能な委員会等の結果の公
表

H２４年度
判定

実施
及び
計画

委員会・審議会における
会議結果の公表状況
45.4％

委員会・審議会における会議
結果の公表状況　62.5 ％　（11
項参照）

委員会・審議会における会議
結果の公表を行う

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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【審議会・委員会の会議結果の公表状況】

37 5

32 20 62.5

（内訳）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

産業振興課

総務課 辰野町防災会議 ○

― 協議会未開催

教育委員会 保育園運営委員会

辰野町人権同和教育推進委員会教育委員会 ×

×

産業振興課 辰野町商工業振興審議会 ○

産業振興課 辰野町観光開発審議会

産業振興課 地籍調査町推進委員会

産業振興課 辰野町農政審議会 ○

消防署 辰野町消防委員会 ○

辰野病院 町立辰野病院運営委員会 ○

教育委員会 辰野町塩尻市小学校組合 ×

教育委員会 辰野町文化財保護審議会 ○

教育委員会 辰野町民会館運営協議会 ×

教育委員会 辰野町男女共同参画社会推進委員会 ×

教育委員会 公民館運営審議会 ×

産業振興課 辰野町土づくりセンター運営委員会 ○

産業振興課 辰野町森林委員会 ― 委員会未開催

辰野町都市計画審議会 ○

○

○

辰野町農業委員会 ○

保健福祉課 辰野町保健福祉推進委員会 ×

建設水道課

建設水道課 小野特定環境保全公共下水道運営審議会 ○

住民税務課 辰野町環境審議会 ― 審議会未開催

住民税務課 国民健康保険運営協議会 ○

まちづくり政策課 辰野町広報企画委員会 ○

総務課

まちづくり政策課 辰野町基本構想審議会 ― 審議会未開催

辰野町国民保護協議会

まちづくり政策課 辰野町有線テレビ番組審議委員会 ○

まちづくり政策課 辰野町まちづくり委員会 ○

課　　名 公表可能な審議会等名称 公表の実施状況

公表可能な審議会等数
うち開催が無かった審
議会等数

辰野病院 辰野病院建設委員会 ×

教育委員会 美術館協議会 ×

教育委員会

教育委員会 辰野町社会教育委員 ×

図書館協議会

まちづくり政策課 国際交流委員会 ×

×

建設水道課 辰野町小野簡易水道運営審議会 ○

建設水道課

備　　考

まちづくり政策課 辰野町行財政改革推進委員会 ○

該当審議会等数 公表した審議会等数 公表率（％）

辰野町上水道運営審議会

建設水道課 辰野町水道施設整備調査委員会 ― 委員会未開催　

建設水道課 辰野町公共下水道運営審議会 ○

○
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２７年度

平成２７年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

推進項目

まちづくり委員会を継続的実施

平成２５年度 平成２６年度

総合判定

A

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 9 》

具体的な
取り組み

町政の運営に関して必要な調査研究・まちづくり活動・まちづくりの啓発などを住民が主体となって考え行動する組織の設置として、継続実
施します。
なお、委員は、町政に深い関心と熱意を有する者の中から幅広い人材を求めることにより積極的な参画を促進します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 実施・検証
⇒

（第４期委員会）
⇒

⇒
（第５期委員会）

H２７年度
達成目標

辰野町まちづくり委員会の継続実
施

H２４年度
判定 A

⇒

実施
及び
計画

・毎月１回定期的に開催
・成果として「ほたるの里
地域づくり耳より情報」を
作成した

・第４期の委員会を７月から月
１回開催した
・辰野町第五次総合計画前期
基本計画の協働のまちづくりに
ついて協議した

・委員会を４月から月１回開催す
る
・辰野町第五次総合計画前期基
本計画の協働のまちづくりについ
て協議する
・協働のまちづくり成果発表会を
開催する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

12



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

引き続き「きずな」のボランティア
活動と連携したい。病院祭にも一
緒に参加してもらう

・ボランティア・市民活動ネット
ワーク登録団体の活発な活動
の実施（福祉、地域おこし、環
境、教育、文化等）

・登録者（個人・団体）の増加
を図る
・福祉学習、ボランティア体験
教室への協力
・研修、学習、交流会の開催

・ガイドボランティアを募集、新
規３名
・ほたる祭りの週末４日間実
施、ガイド延べ数＝２６人

H２４年度
判定 B

⇒

⇒

⇒

⇒

A

小野のシダレグリ自生地保全友の
会・石造物調査会・絵本講座の皆さ
んによるランティア活動の継続実施

A

H２７年度
達成目標

登録者数を増やし期間中ガイド可
能日を増加する

⇒

平成２６年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 10 》

推進項目

ボランティア活動等の自主的活動の一層の育成と連携

総合判定

A

H２４年度
判定 B

具体的な
取り組み

住民との協働を推進する観点から、ボランティア団体等の自主自立的な運営の確立を図り、行政の関与のあり方を検討します。
また、現在ボランティアセンターが実施している支援活動と連携し、行政とボランティアのパートナーシップづくりを推進します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２７年度

・オリンパスによる荒神山へ
のイロハモミジの植栽、テニ
スコート周辺の草取り作業の
実施
・ボランティア・市民活動ネッ
トワーク登録団体の活発な活
動の実施（福祉、地域おこ
し、環境、教育、文化等）

・オリンパスによる荒神山へのイロ
ハモミジの植栽、ウォーターパーク
周辺の草取り作業の実施
・「ほたるの里地域づくり耳より情
報」を各種団体に配布し、ＨＰに掲
載し、啓発を図った

⇒

実施
及び
計画

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 実施・検証 ⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

連絡調整を図り、取り組みを支援し
ていく

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

保
健
福
祉
課

目標 実施・検証 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・地域協力員を募集
・事業学習会を行い事業
関与を図った（延べ１０８９
人参加）

・ボランティア登録者数（個人１４４
人・団体１０９団体）
・福祉学習、ボランティア体験教室
への協力推進（年１４回）
・研修、学習、交流会の開催（年１
０回　延べ１，４１１人参加））

H２７年度
達成目標

地域特性に応じたボランティアの実
践につなげる

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

産
業
振
興
課

目標
ホタルガイドボランティア
の継続実施

⇒ ⇒

実施
及び
計画

ほたる祭りの週末４日間
実施、ガイド延べ数＝２１
人

・ガイドボランティアを募集、新
規２名
・ほたる祭りの週末４日間実
施、ガイド延べ数＝２２人

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

教
育
委
員
会

目標

・小野のシダレグリ自生地
保全友の会・石造物調査
会の活動の継続
・読み聞かせボランティア
事業の継続

⇒ ⇒

実施
及び
計画

・小野のシダレグリ自生地保全友
の会・石造物調査会の皆さんによ
る保護・調査活動の継続実施
・絵本講座の皆さんによる学校・保
育園・子育て支援センター等への
読み聞かせボランティア活動の継
続実施 H２４年度

判定

H２７年度
達成目標

・小野のシダレグリ自生地保
全友の会・石造物調査会の
皆さんによる保護・調査活動
の継続実施
・絵本講座の皆さんによる学
校・保育園・子育て支援セン
ター等への読み聞かせボラ
ンティア活動の継続実施

・小野のシダレグリ自生地保全友
の会・石造物調査会の皆さんによ
る保護・調査活動の継続実施
・絵本講座の皆さんによる学校・
保育園・子育て支援センター等へ
の読み聞かせボランティア活動の
継続実施

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

辰
野
病
院

目標 ボランティアの受け入れ ⇒ ⇒

H２４年度
判定 A

⇒

実施
及び
計画

ボランティア受け入れのた
めの打ち合わせ・準備の
実施

・ボランティア団体「きずな」が発足
会員数約１２０名　　総務・広報・院内
掲示
・院外植栽　と４部門にわかれ、主に
院内の案内や植栽の手入れ、院内掲
示等の管理など職員では手の回らな
いところを援助していただく

H２７年度
達成目標

病院と「きずな」の両輪による病院
運営
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度

平成２３年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 11 》

具体的な
取り組み

住民と行政がともにすすめる町政を推進し、また、多様化する住民ニーズにきめ細やかな対応していくためには、機動力や柔軟性・先駆性
などNPOの特性を活かした事業委託や協働事業を進めます。

推進項目

ＮＰＯとの連携

総合判定

A

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

保
健
福
祉
課

目標 実施・検証 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・共生館、生活支援セン
ター等の運営管理をＮＰO
法人と継続実施
・地区で実施する介護予
防をNPO法人へ事業委託

・共生館、生活支援センター等
の運営管理をＮＰO法人と継続
実施
・地区で実施する介護予防を
NPO法人へ事業委託

H２７年度
達成目標

ＮＰＯ法人への事業委託を継続推
進する

H２４年度
判定 A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

産
業
振
興
課

目標 協力実施 ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

「田舎暮らし研究所」の行う各
種イベントへの問い合わせに
対する対応協力

「田舎暮らし研究所」の行う各
種イベントへの問い合わせに
対する対応協力

H２７年度
達成目標

NPO法人への協力

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

H２４年度
判定 A

・共生館、生活支援センター等
の運営管理をＮＰO法人と継続
実施
・地区で実施する介護予防を
NPO法人へ事業委託

H２４年度
判定

平成２６年度

平成２５年度
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課 年度

補助額

課 年度

補助額

課 年度

課 年度

補助額

課 年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

総合判定

A

⇒

296千円 500千円

地域社協、地域防災組織、地域防犯組織、地域教育組織等の地域組織の支援と連携

平成２３年度

平成２４年度

平成２４年度

実施
及び
計画

・辰野町総合防災訓練へ参加
・上伊那自主防災組織研修会
へ参加
・自主防災組織防災資機材整
備補助金の実施（３区、４地区）
・青色防犯パトロール講習会の
実施

・自主防災組織連絡会の開催
（11月）
・自主防災組織防災資機材整
備補助金の実施（５区）
・青色防犯パトロール講習会の
実施

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード
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具体的な
取り組み

住民が安全で安心できる地域づくりのため地域社協、地域防災組織、地域防犯組織、地域教育組織等の町内全地域での自発的な立ち上
げを支援し、連携してまちづくりを推進します。

平成２３年度

保
健
福
祉
課

目標 各区との調整 支援・連携 ⇒

総
務
課

目標 支援・連携 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

介護予防事業のための地
域社協または団体の発足
（１７団体）

介護予防事業のための地域社
協の活動の推進（１７団体）

1,657千円

平成２３年度 平成２４年度

1,637千円

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

教
育
委
員
会

目標
学校ボランティア事業の継
続実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

学校支援ボランティア事業が、町全
体としての連携のもとに、各小中学
校において、各校の実情の応じて
実施

町内小中学校において学校
支援ボランティアによる支援
活動を実施
登下校の見守り、環境整備、
学習活動支援（習字、写生、
算数、英語、音楽、体育等の
授業における支援）、校外活
動支援（遠足・登山等への支
援、郷土学習の支援）等

町内小中学校において学校支援
ボランティアによる支援活動を継
続実施
登下校の見守り、環境整備、学習
活動支援（習字、写生、算数、英
語、音楽、体育等の授業における
支援）、校外活動支援（遠足・登山
等への支援、郷土学習の支援）等

町内小中学校において学校支援
ボランティアによる支援活動を継
続実施
登下校の見守り、環境整備、学習
活動支援（習字、写生、算数、英
語、音楽、体育等の授業における
支援）、校外活動支援（遠足・登
山等への支援、郷土学習の支
援）等

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

消
防
署

目標 支援・連携 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

各区へ消火栓用ホースの
補助
（１４区　５８本）

各区へ消火栓用ホースの補助
（１２区　５２本）

290千円

各区へ消火栓用ホースの補助
（１７区　８０本予定）

H２７年度
達成目標

各区地域防災組織への支援、連携
の推進

260千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

A

平成２７年度

400千円

H２４年度
判定

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

自主防災組織連絡会の開催及び
充実

⇒ ⇒

平成２６年度

地域社協の自主的な組織の確立

平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定 A

平成２７年度

平成２５年度

・自主防災組織連絡協議会の
開催11月～12月
・自主防災組織の資機材整備
補助金の実施
・青色防犯パトロール講習会
の実施

500千円

介護予防事業のため地域社
協の活動に支援
自主的活動の支援

1,820千円

推進項目

平成２５年度

H２４年度
判定 A

⇒
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

推進項目 総合判定

《 13 》

具体的な
取り組み

住民が自分の得意分野を登録し、その技術・知恵・経験を活かしたまちづくり・地域づくりを推進します。

技術的専門家（テクニカルマイスター）制度の充実 C

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 制度化研究 制度運用

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度

専門的知識、経験、技術を有する町民
を専門家として登録し、地域の活性化や
まちづくりに活かしていく制度を研究した
が、制度化にはつながらなかった
学校支援ボランティアに代表されるボラ
ンティアの仕組みは定着・発展してきて
いるが、ボランティア以上に「専門性」を
求めた場合の報酬、事故保険、成果水
準の確保など、従来の委託事業との切
り分けが難しい

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 C

ひきつづき検討し、判断決定
する

H２７年度
達成目標

制度化を図り、運用により地域活性
化を促進する

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

⇒⇒

行革コード

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

平成２５年度 平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 14 》

推進項目

職員地区担当制の充実

総合判定

C
具体的な
取り組み

地区担当職員制により、地区と行政の結びつき・連携を図ります。
職員が自治組織とかかわることで協働の意識改革を進めるとともに、地区と密着した行政サービスの向上に努めます。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総
務
課

目標 地区との連携 ⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

職員地区担当制の実施、連絡会の
開催

H２４年度
判定 C

⇒

実施
及び
計画

職員地区担当制の実施、
連絡会の開催

・１地区２名の地区担当職員
の任命
・地区担当者会議の開催
・区と町との橋渡しを行う

・地区担当職員を地元出身者２
名とした
・活動内容の充実を図る

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

17



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度 平成２５年度 平成２６年度

推進項目

地域自主組織活動計画（地域計画）の策定の支援

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

C
総合判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 計画策定支援・ＰＲ ⇒ ⇒

《 15 》

具体的な
取り組み

地域住民の参加による地区振興計画、地区整備計画等の策定支援を行います。

⇒

実施
及び
計画

・日本福祉大学と連携し、川島
地区をモデル地区として地区
計画策定の取り組みをさらに
進める

H２７年度
達成目標

協働のまちづくり支援事業の取り組み
が、地域コミュニティの活性化に影響を
与えるものにあっては、簡易な形でもよ
いので「地区計画」の作成を指導してい
く

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 C

・「辰野町協働のまちづくり支援金事
業」実施の際に、「地区計画」の策定
を推進する。「地区計画」を優先採択
要件としているが、成果は無かった
・日本福祉大学が川島振興会と連携
して「地域整備ビジョン」を策定する取
り組みが行われた。計画策定のため
の住民アンケート(案）が示され、ＷＳ
を1回開催した

・「辰野町協働のまちづくり支援
金事業補助金交付要綱」第３条
に優先採択の要件を整備し、
「地区計画」の策定を推進した。
・まちづくり委員会が作成した
「ほたるの里地域づくり耳より情
報」資料編に「地区（地域）計画
の作り方」を掲載し、ＰＲを図っ
た。

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

⇒

平成２７年度
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２５年度 平成２６年度

総合判定

H２７年度
達成目標

住民参加・協働による環境美化の推進

推進項目

A

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

⇒

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 16 》

H２４年度
判定 A

実施
及び
計画

具体的な
取り組み

地域住民の参加・協働により、道路、水辺環境づくり、歩道等の美化運動に努め、町の美観向上と安全確保、保全活動を推進します。 （美
化運動：５３０運動の推進・花いっぱい運動の推進・各河川の環境整備・アレチウリ駆除など）

H２７年度
達成目標

全町的な地域住民の自主的な美化
活動を推進し、景観向上を図る

・年2回の町内一斉530清掃日を設
け、地区単位での清掃の実施及び環
境美化の普及啓発を実施予定。 そ
の他町内任意団体による自主的な
清掃活動も実施予定
・河川等については、地区単位（地区
衛生組織含む）でのアレチウリ駆除
を実施予定

⇒

平成２３年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

住
民
税
務
課

目標
・年２回の町内一斉530清
掃日の実施
・アレチウリ駆除の実施

⇒ ⇒

・年2回の町内一斉530清掃日を
設け、地区単位での清掃の実施
及び環境美化の普及啓発を実
施。 参加人数1,000名　収集量
3,760kg
その他町内任意団体による自主
的な清掃活動も実施している。
・河川等については、地区単位
（地区衛生組織含む）でのアレチ
ウリ駆除を実施。 １３区８１８名（６
月〜１０月）

・年2回の町内一斉530清掃日を設
け、地区単位での清掃の実施及び環
境美化の普及啓発を実施。 参加人数
1,000名。収集量は2,960kg。その他町
内任意団体による自主的な清掃活動
も実施
・河川等については、地区単位（地区
衛生組織含む）でのアレチウリ駆除を
実施
１２区　７６９名（６～９月）

平成２６年度 平成２７年度

建
設
水
道
課

目標
協働での河川・道路等の
環境美化の推進

⇒ ⇒

活動団体を減らすことなく取組を推
進する

⇒ ⇒

実施
及び
計画

・９団体が実施
・河川清掃及び除草作業
等、全体で６５回実施

・１４団体が実施
・河川、道路等の清掃及び除
草作業等、全体で７１回実施

・１４団体が実施
・各団体年次計画を作成。一
部団体で合同による作業を計
画中である

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定 A

平成２７年度

実施
及び
計画

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

実施
及び
計画

目標

平成２７年度
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課 年度

事業費

課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

平成２６年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 17 》

具体的な
取り組み

各区からの要望調査書の取りまとめを行い、資材支援により対応できる工事箇所の把握に努め、今後も積極的に資材支給により住民との
協働作業を促進し、修理・修繕を行っていきます。

小規模土木・農林工事等への資材支援 A
推進項目 総合判定

産
業
振
興
課

目標 要望に応じて実施 地域の要望に応じて支給する ⇒

実施
及び
計画

・止水エース２４本を支給
（林務）
・ベンチフリュームやグ
レーチング等１９件支給
（耕地）

・止水エース２４本を支給 （林
務）
・丸太材・グレーチング等２０件
支給（耕地）

2,246千円

平成２３年度 平成２４年度

2,028千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成２５年度

平成２７年度

H２４年度
判定 A

・止水エース２９本を支給予定
（林務）
・ベンチフリュームやグレーチ
ング等２０件支給予定（耕地）

3,259千円

H２７年度
達成目標

予算の範囲内で極力多い資材を支
給する

建
設
水
道
課

目標 要望に応じて実施 ⇒ ⇒ ⇒

H２４年度
判定 A

⇒

実施
及び
計画

要望により側溝・板材を１
７箇所資材を支援した

要望により側溝・板材を16箇所
資材を支援

3,337千円 2,570千円

側溝・板材を20箇所3,000千円
の資材を支援する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

資材支援・支給により住民との協働
作業を推進し、修理・修繕を行って
いく

⇒ ⇒
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課 年度

補助額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２５年度

平成２５年度

平成２６年度

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

平成２７年度

H２７年度
達成目標

⇒

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 18 》

推進項目

協働のまちづくり支援金事業の推進

総合判定

A
具体的な
取り組み

住民等による地域活動を行う団体が町の活力や魅力の向上、地域活性化につながる公共性の高い活動、事業を実施することに対して、そ
の費用の一部を予算の範囲内で補助します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 実施・検証 ⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

継続的に実施していく

H２４年度
判定 A

実施
及び
計画

・１６団体が実施し、総事
業費４，５８０千円に対し
て、２，７２３千円の補助を
行った
・予算額に対して執行率９
１％

・１２団体が実施し、総事業費
５，７８２千円に対して、２，８９７
千円の補助を行った
・予算額に対して執行率９７％

2,723千円 2,897千円

１５団体総事業費６，０８２千円
に対して、３，０００千円の補助
を見込む

3,000千円

目標

実施
及び
計画

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

平成２３年度

平成２７年度

H２４年度
判定

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

目標

21



課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度 平成２６年度

平成２５年度

平成２６年度

総合判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

・ながの電子申請サービスに
よる電子申請の受付
・電子化未対応の手続き・申
請対応検討

⇒

⇒

平成２５年度

C

実施
及び
計画

ながの電子申請サービス
による電子申請の受付
（電子申請の割合　19％）

・ながの電子申請サービスによ
る電子申請の受付（電子申請
の割合　14％）
・電子化未対応の手続き・申請
対応検討

215千円

《 19 》

具体的な
取り組み

住民基本台帳カードの普及促進、電子申請サービスの種類の拡大により、閉庁時や来庁しなくても申請・届け出や利用できる行政手続き
のオンラインサービスを推進します。

推進項目

行政手続きのオンライン化の推進

H２４年度
判定 C

平成２７年度

103千円

平成２３年度 平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
ながの電子申請サービス
による電子申請の推進

電子申請サービスの拡大と申
請手続きの見直し

⇒

住基カードの普及 ⇒

122千円

平成２３年度 平成２４年度

・有効期限到来の住基カードの継
続利用検討
・証明書コンビニ交付サービスに
おける証明書追加について検討
・証明書コンビニ交付サービス利
用の更なる推進
・コンビニ交付参加店舗の拡大
・外国人住民に対する住基カード
の交付を開始

⇒

・住基法改正に対応した住基カードの継続
利用について検討
・証明書コンビニ交付サービスにおける証
明書追加について検討
・自動交付機撤去に伴う証明書コンビニ交
付サービス利用の店舗の拡大を図った
住基カード発行枚数３５５枚
証明書コンビニ交付サービス2,190件（年間
交付件数の15.4%）
　住民票の写し　976件（年間交付件数の
11.8%）
　印鑑登録証明書1,214件（年間交付件数
の20.4%）
住基カード普及率19.4％

目標

住
民
税
務
課

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

目標

平成２７年度

H２４年度
判定

⇒

H２７年度
達成目標

⇒

H２７年度
達成目標

B

平成２７年度

実施
及び
計画

・住基カード（５３８枚発行）
・証明書コンビニ交付サービ
ス
　住民票の写し　５２９件（年
間交付件数の５．６％）
　印鑑登録証明書　５３７件
（年間交付件数の７．１％）
・住基カード普及率　18.1％

H２７年度
達成目標

電子申請可能な手続きの申請件数
に対する電子申請の割合　36%

H２７年度
達成目標

証明書コンビニ交付サービスにお
ける証明書の追加
住基カードの普及率30％

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

推進項目

収納方法の拡大

総合判定

B
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行革コード

《 20 》

⇒

実施
及び
計画

具体的な
取り組み

税・料金の収納方法を窓口納付・口座振替・コンビニ納付に加えて、クレジット等複数の手段からできるように拡大し、納期内納付の向上を
図ります。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

住
民
税
務
課

目標 ・収納方法拡大の検討 ⇒ ⇒

辰
野
病
院

目標 他の収納方法の検討 ⇒ ⇒

・情報収集
・費用対効果の検討
・上伊那広域収納分科会
で今後の方向性を協議
し、検討を一旦凍結すると
決定した

・情報収集
・費用対効果の検討
・23年度に上伊那広域収納分科会
で今後の方向性を協議し、検討を
一旦凍結すると決定したが、25年
度から再検討することとなった

・情報収集
・費用対効果の検討
・上伊那広域収納分科会で今
後の方向性を協議し、検討す
る予定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

⇒ ⇒

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

・クレジット収納の実施
H23.9.1～
・コンビニ収納の検討

コンビニ収納の検討 コンビニ収納の実施

実施
及び
計画

H２４年度
判定

幅広い収納方法により患者さんの
利便性を図る

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

平成２５年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

⇒

H２４年度
判定 E

平成２７年度

B

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

情報収集を行い、導入コスト・維持
費が下がり費用対効果が得られる
時期に即対応できる体制を維持す
る
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課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目

ホームページ掲載情報の拡充とお問い合わせコーナーの設置

総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

実施
及び
計画

・掲載情報の見直しと充実
・問い合わせコーナーを設
置
・アクセスカウンタ数　２２
７，３００件

・ホームページ・コンテンツ管理
システムの更新
・掲載情報の見直しと充実
・アクセスカウンタ数　２３７，８
７０件

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 21 》

具体的な
取り組み

行政情報をはじめとする掲載情報の充実を図るとともに、お問い合わせコーナーを設置し、住民からの質疑に応え、意見・要望を収集、掲
載します。

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

A

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 掲載情報の充実
ホームページ・コンテンツ管理
システムの更新

掲載情報の充実 ⇒

3,146千円 3,146千円

H２４年度
判定 A

･掲載情報の充実（手続き・相
談窓口など暮らしの関連した
情報を中心に）

平成２６年度 平成２７年度

⇒

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

ホームページトップページへのアク
セスカウンタ数
２５６，０００件

目標

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

1,381千円
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目 総合判定

文書管理システムの研究

⇒

行革コード

《 22 》

具体的な
取り組み

情報公開に対応し住民への迅速な情報提供と効率的な検索・管理ができる文書管理システム更新についての研究をします。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

B

総
務
課

目標
現システムでの情報提供
検索・管理を検討

文書分類表の見直し
現システムでの検索・管理の
充実化の検討
文書分類表の見直し継続

⇒

実施
及び
計画

LGWAN電子文書交換システ
ムＨ２３年度末廃止により上
伊那広域での検討見送り。
研究は各市町村対応になっ
たため現システムでの情報
提供検索・管理の検討
近隣市町村の動向を調査

見直しがされていなかった分類
表の見直し、整理の実施

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定 B

平成２７年度

実施
及び
計画

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

現システムでの検索・管理の充実
化

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

分類表の見直し、整理の継続
電子データ管理の検討

平成２５年度
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課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目 総合判定

A

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

保
健
福
祉
課

目標
より効果的な福祉給付事
業の実施

⇒ ⇒

行革コード

《 23 》

具体的な
取り組み

米寿への節目のお祝い及び９１歳以上の高齢者への記念品の贈呈、難病患者福祉手当、介護リフレッシュ事業を継続実施します。

効果的福祉給付事業の実施

・高齢者に対し感謝と敬意を表す事
業として継続して進める
・難病患者福祉手当や介護リフレッ
シュ事業を継続して進める

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

⇒ ⇒

実施
及び
計画

・９１歳以上の高齢者への
記念品贈呈、町長訪問
・米寿の記念品贈呈
・難病患者福祉手当
・介護リフレッシュ事業

・９１歳以上の高齢者への記念
品贈呈、町長訪問
・米寿の記念品贈呈
・難病患者福祉手当
・介護リフレッシュ事業

4,129千円 5,114千円

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

平成２６年度

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

・９１歳以上の高齢者への記
念品贈呈、町長訪問
・米寿の記念品贈呈
・難病患者福祉手当
・介護リフレッシュ事業
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課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

《 24 》

推進項目

地域での子育て支援の推進

総合判定

B
行革コード

具体的な
取り組み

１７区全区で子育てふれあい交流会議を組織し、子育て支援マスターと連携して、各地の実情にあった子育て支援を行います。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

教
育
委
員
会

目標
地域子育てふれあい交流
会議組織化の推進

⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

各地区の実状に即した子育て支援
の確立
連絡会議を通して支援していく

H２４年度
判定 B

１７区での地域子育て
交流会議の立ち上げ

実施
及び
計画

・年４回の地区連絡会議の開
催
・青少年健全育成の広報活
動
・県主催の研修会への参加
・地区活動への支援
・１１区でふれあい交流会議
組織

・年４回の子育て支援マスター部会の
開催
・子どもが育つネットワーク会議の参
加
・青少年健全育成の広報活動
・県主催の研修会への参加
・地区活動への支援
・１１区でふれあい交流会議組織

4,049千円 3,528千円

・年４回の子育て支援マスター部会
の開催
・子どもが育つネットワーク会議の参
加
・青少年健全育成の広報活動
・県主催の研修会への参加
・地区活動への支援
・１２区でふれあい交流会議組織

1,246千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成２５年度

平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２４年度
判定

平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

平成２７年度
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２４年度 平成２５年度平成２３年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 25 》

具体的な
取り組み

保育園の統廃合を検討し、経費の削減と効率化を図るとともに、「辰野町保育園適正配置に関する整備計画」の見直しを行います。

推進項目

保育園適正配置計画の見直し

総合判定

B

教
育
委
員
会

目標
保育園適正配置計画見直
しの実施

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・運営審議会で整備計画の見
直しを行った
・平出保育園建設の検討
・羽北保育園の耐震診断を実
施

H２４年度
判定

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成２５年度

平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２５年度

平成２６年度

H２４年度
判定

平成２７年度

⇒

H２７年度
達成目標

保育園適正配置に関する整備計画
の実施

B

・平出保育園のあり方について検
討し、地域との協議を実施
・羽北保育園の耐震補強工事を
実施
・子ども・子育て支援事業計画（平
成27年度実施予定）策定のため
のニーズ調査の実施

H２７年度
達成目標

平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

・新町保育園を移転し、定員
120名（60名から）で新築し
た。
・羽北保育園の定員を80名
から65名に、平出保育園の
定員を60名から50名に、小
野保育園の定員を85名から
50名にした（総数は同数）
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

川島小学校のあり方の検討

総合判定

B

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 26 》

具体的な
取り組み

児童数の動向を踏まえ、今後のあり方について地域とともに協議し検討を行います。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

推進項目

教
育
委
員
会

目標
教育委員会会議において
検討

⇒ 教育委員会と地域とで検討 ⇒

H２４年度
判定 B

⇒

実施
及び
計画

児童数推移の検討

・教育委員会会議において、児
童数確保の方法について検討
し、実施
・通学区特例校の指定

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

　川島小学校のあり方について決
定、実施

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

・引き続き児童数確保につい
て検討し、実施
・通学区特例校の推進
・ 区域外入学者　１名
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 27 》

具体的な
取り組み

第一診療所及び川島診療所の施設は、老朽化し医師確保も困難な状況から、今後のあり方について地域とともに協議し検討します。

第一診療所及び川島診療所のあり方の検討 B
推進項目 総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

住
民
税
務
課

目標 あり方の検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

診療所のあり方について地域の皆
さんと検討をし、方向性を見出す

・引き続きあり方の検討
・利用状況の把握
（受診者数前年比第一診療所８
９．８％、川島診療所９８．３％・診
療収入前年比第一診療所７９．
８％、川島診療所１０１．９６％）
利用件数　一診　５７３件
　　　　　　　川診　３４９件

診療所のあり方の検討を
したが、利用者が横ばい
状態であったため、委託
診療により２３年度も診療
継続を行った
利用件数　一診　６３８件
　　　　　　　川診　３５５件

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 B

・引き続きあり方の検討
・利用状況の把握

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度

実施
及び
計画

平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

《 28 》

推進項目

小野支所及び川島支所のあり方の検討

総合判定

B

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

具体的な
取り組み

小野支所及び川島支所利用者の減少を踏まえ、今後のあり方について地域とともに協議し検討します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総
務
課

目標 あり方の検討
あり方の検討・利用状況の把
握

地域と協議の実施 ⇒

H２７年度
達成目標

支所のあり方について地域の皆さ
んと検討をし、方向性を見出す

H２４年度
判定 B

⇒

実施
及び
計画

・川島支所の公示機能の
継続
・かやぶきの館に設置して
あった川島支所専用電話
撤去

あり方の検討・利用状況の把
握

地域との協議を計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度

住
民
税
務
課

目標
川島支所・小野支所のあ
り方の検討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

小野支所２３年度実績
諸証明等の取扱い件数
７１４件

小野支所２４年度実績
諸証明等の取扱い件数　５６９
件

H２４年度
判定 B

小野支所利用見込み
利用見込み件数　６００件

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２７年度平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

支所のあり方について地域の皆さ
んと検討をし、方向性を見出す

H２４年度
判定

平成２７年度

平成２７年度

H２７年度
達成目標

平成２６年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

平成２６年度平成２５年度

H２４年度
判定

平成２５年度

平成２５年度

平成２５年度
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

今後のあり方について
の方針立案

平成２６年度 平成２７年度

小野図書館のあり方の検討

総合判定推進項目

平成２３年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

平成２４年度

行革コード

平成２５年度

《 29 》

平成２７年度

教
育
委
員
会

目標 あり方の検討 ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

事務局内での課題につい
ての検討
　利用者数　２，２４７人
　貸出冊数　４，１０４冊

事務局内での課題についての
検討
　利用者数　３２９人
　貸出冊数　５９４冊

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定 C

実施
及び
計画

目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

平成２３年度

H２４年度
判定

実施
及び
計画

目標

実施
及び
計画

平成２４年度 平成２５年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２５年度 平成２７年度

平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

施設の老朽化が進んでいる小野図
書館のあり方について、地域の皆さ
んと検討をし、方針を立案する

具体的な
取り組み

施設の老朽化を踏まえ、町図書館の移動図書館の活用や放課後教室との連携をとるなかで今後のあり方について地域とともに協議し検討
します。

C

地域の皆さんと検討を進めて
いくための組織の立ち上げ
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課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 30 》

具体的な
取り組み

土づくりセンターの機械の老朽化等により今後の存続を含めあり方について検討します。

推進項目

土づくりセンターのあり方の検討

総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

産
業
振
興
課

目標
廃止を含めて運営委員会
で方向性を検討

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

運営委員会で今後の方向
性について、廃止を視野
に検討したが結果が得ら
れなかった

運営委員会で今後の方向性に
ついて検討した。現在１戸の酪
農家が搬入しており、今後廃止
した場合どうするか検討をお願
いする

4,371千円 4,692千円

H25で方向性を出して運営委
員会で検討する。跡利用につ
いても地元と話し合いを持つ

4,971千円

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定

平成２７年度

目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

廃止か業務内容の変更による継続
かの選択

⇒

C

H２４年度
判定 C

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

事業費

課 年度

負担金

課 年度

課 年度

課 年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード
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具体的な
取り組み

現在、数種類のイベントを実施していますが、開催時期、廃止や統合開催等を検討し、経費の削減を図ります。また、継続実施する場合もその
必要性や縮小を考慮し、経費の削減を図ります。

推進項目

イベントの見直し

総合判定

B

平成２７年度

教
育
委
員
会

目標
「ほたるの里活活ふれあい
フェスティバル」の継続実施
（実施方法等の点検継続）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

「ほたるの里活活ふれあいフェ
スティバル」を実行委員会によ
り、荒神山スポーツ公園におい
て実施。参加者約１，０００人
実行委員会によるイベント運営
ができ、担当課以外の人的補
助が軽減

「ほたるの里活活ふれあいフェ
スティバル」を実行委員会によ
り、荒神山スポーツ公園におい
て実施。参加者約１，０００名
熱気球体験・ウォーキングイベ
ント・消防団イベントを実施

1,400千円 1,400千円

H２７年度
達成目標

様々な団体が参画して、多様な企画
の基に、多くの町民の皆さんが楽し
く参加できるイベントにする

H２４年度
判定 B

「ほたるの里活活ふれあいフェス
ティバル」を実行委員会により、荒
神山スポーツ公園において実施。
内容の見直しを進め、参加団体・
参加者の拡大を目指す
目標参加者数　１，０００名以上

1,400千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

産
業
振
興
課

目標 実施・検証 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・ほたる祭り実行委員会各部会
にて細部を検討し、総務部会を
開催後、企画会議にて開催時
期や、イベント内容について検
討し経費の削減を図った。
・震災により一部イベントの自
粛

ほたる祭り実行委員会各部会
にて細部を検討し、総務部会を
開催後、企画会議にて開催時
期や、イベント内容について検
討し経費の削減を図る

3,000千円 3,000千円

H２７年度
達成目標

町内関連企業に協賛金をお願いし、
町としても負担金を継続する

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度

目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２７年度

A

H２４年度
判定

平成２５年度 平成２６年度

ほたる祭り実行委員会各部会にて細
部を検討し、総務部会を開催後、企画
会議にて開催時期や、イベント内容に
ついて検討。今年度は「お宿うつし」の
リニューアルしました。また、第６５回を
記念し、「出張！なんでも鑑定団in辰
野」を開催

3,000千円

H２７年度
達成目標
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課 年度

課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

平成２４年度 平成２５年度

平成２６年度平成２３年度

130千円 130千円

H２４年度
判定 A

40千円

推進項目

負担金・補助金の見直し

総合判定

A

実施
及び
計画

農業者年金協会　10,000円
の減額、女性ネットたつの
10,000円の減額、勤労者互
助会補助金の見直し実施。
他の補助金についても随時
見直しを図った

実績報告による補助金の見直
しを引き続き実施。勤労者互助
会補助金20,000円の減額

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

平成２６年度 平成２７年度

実績にあった補助金の見直
し

⇒ ⇒

H２４年度
判定

産
業
振
興
課

目標 ⇒⇒

20千円

保
健
福
祉
課

目標 少額補助金の見直し ⇒ ⇒

《 32 》

具体的な
取り組み

初期の目的を達成し、社会的ニーズの薄れている負担金・補助金や参加の意義の薄れている団体負担金・団体事業の見直し、自立を働きか
ける負担金・補助金の見直し、個人や団体が負担することが適当な補助金などの評価を行い、習慣となっている補助金の見直しや少額補助金
の廃止、各種負担金の見直しを引き続き進めます。

平成２３年度

随時見直しを行い、実績に見合った
補助金の見直し

H２７年度
達成目標

平成２４年度 平成２７年度

⇒⇒

平成２５年度

A

目標

実施
及び
計画

・関係団体との調整（Ｈ２０
に△１５千円）
・（社会福祉係）当面現状維
持

・関係団体との調整（当面現状
維持）
（知的障害者育成会・遺族会・
すこやか友の会・食生活改善推
進協議会）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

真に必要性があり効果のあがる事
業のみとする

140千円

実施
及び
計画

目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２６年度平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

実績報告による補助金の見直
しを引き続き実施

・関係団体との調整（１団体増
額）
（知的障害者育成会・遺族会・
すこやか友の会・食生活改善
推進協議会）
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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行革コード
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具体的な
取り組み

各種統計調査業務の調査員を募集し、民間活力を導入し、経費の削減と事務の効率化・向上を図ります。

各種統計調査員の募集と専門員の育成 B
推進項目 総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 調査員の公募 登録調査員制度の研究 登録調査員制度化
登録調査員の募集・活
用

⇒

実施
及び
計画

経済センサス調査の調査員
を公募し１４名中８人、登用
率５７％であった

B

・２５年度に実施する基幹統計調査に対す
る調査員を一般募集し、多くの町民の方に
調査に取り組んでいただく
　（２５年度実施調査）
・工業統計調査（輸出生産実態調査含む）
１３名中９名以上を予定
・住宅・土地統計調査１５名中８名以上を予
定　　　　登用率　　６０．７％
・登録調査員を公募をし、登録制度化を図
る。　　　目標１０名

２４年度に実施する基幹統計調査
に対する調査員を一般募集し、多く
の町民の方に調査に取り組んでい
ただいた
（２４年度実施調査）
・就業構造基本調査　　　４名中４名
・工業統計調査　　　　　１３名中６名
　　　　登用率　　５８．８％

H２７年度
達成目標

一般町民の方の登用率６０％以上
を目標とすると共に、各種統計調査
に都度協力いただだける登録調査
員の育成を図る

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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行革コード
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推進項目

町立辰野病院の経営の健全化

総合判定

A

具体的な
取り組み

医療連携を推進しながら、収益性を高め安定的に患者を確保し、病床稼働率を高めるように検討します。
医師の確保の状況は厳しいものの信州大学医局を中心に医師の確保に努めます。
病院改革プランに基づき職員の適性配置によるコスト管理に努めます。
リハビリを重視した回復期の機能強化と在宅医療への取り組みを強化します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

辰
野
病
院

目標 経営の健全化 ⇒ ⇒ ⇒

H２４年度
判定 A

・経営改革計画の実行
・医師確保に向けての取り組
み 　　　　　　　　　　　　　　　・看
護師確保の取り組み
・亜急性病床稼働率の向上
・病床稼働率の向上

⇒

実施
及び
計画

・コンサルによる経営診断の実
施
・整形外科医１名確保
・リハビリ職員の採用　３名
・亜急性期病床への転換による
患者の確保
・病床稼働率59.4％

H２７年度
達成目標

病院改革プランに基づく病床稼働率
70.4%

・経営改革計画の作成
・患者満足度調査の実施
・医師確保に向けての取り組み
　整形外科　常勤医師１名着任
・看護師確保の取り組み
　常勤換算数　６６．５→６９．５
・亜急性病床１５床→３０床
・病床稼働率の向上　７３．８％

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

A
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行革コード
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具体的な
取り組み

新病院の建設整備を推進します。
庁内連絡会において跡地利用の検討及び清算を行います。

推進項目

町立辰野病院の新築移転事業及び現病院の跡地利用について

総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

辰
野
病
院

目標 整備事業推進
・整備事業竣工
・診療開始

実施
及び
計画

病院整備事業の計画及び
実施

・病院整備事業の竣工及び式
典
・１０月１日から新病院診療開始

２４年１０月１日から新病院での診療
開始

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

・跡地利用の検討及び清算
・建物解体費用の見積もり
・解体工事の実施

H２７年度
達成目標

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 跡地の検討
・建物解体
・跡地活用の方向付け

民間活力による住宅地
への転換

・「辰野病院跡地利用検討委員会」
による、解体方針決定
・地権者ならびに区との協議と決
定方針への同意
・跡地活用の検討と方針決定

H２７年度
達成目標

有効的な跡地の活用実施
及び
計画

「辰野病院跡地利用検討委員
会」を立ち上げ、検討を進めた
　（１回）

H２４年度
判定 A

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

平成２６年度平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２７年度

H２７年度
達成目標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

平成２５年度

H２４年度
判定

38



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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具体的な
取り組み

上伊那公立病院の役割分担を明確にし、それぞれの病院の特性をのばし、常に連携を保てる協力体制を確立します。

A地域医療再生計画に基づき、上伊那公立三病院の役割分担、連携強化の推進

総合判定推進項目

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

辰
野
病
院

目標
上伊那地域医療再生計画
の実施

⇒ ⇒ 医療連携の強化 ⇒

実施
及び
計画

亜急性期患者の受け入れ

・亜急性期患者の受け入れ
・亜急性期病床の増床
　　　　１５床　→　３０床
　24.3末現在　69.1％

・亜急性期患者の受け入れ
地域連携支援室の取り組みに
より亜急性病床の稼働率を上
げる

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２６年度平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２７年度

H２４年度
判定 A

医療連携の強化推進

39



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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具体的な
取り組み

福寿苑のあり方について検討してきた結果、老人保健施設から特別養護老人ホームに転換し、併せて民間社会福祉法人による新築・運営をす
る方針で進めます。また、転換までは単独営業し、現施設の今後の活用について検討します。

福寿苑のあり方と施設の活用 A
推進項目 総合判定

平成２６年度 平成２７年度

福
寿
苑

目標
検討委員会を設置し最終方
針を決定

今後の施設活用の検討 ⇒

実施
及び
計画

老人保健施設から特別養護
老人施設（民間事業者）へ
の転換方針を決定した

・特別養護老人施設への移転
に向けての協議検討
・転換後の介護老人保健施設
の活用の検討

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

平成２３年度 平成２４年度

H２４年度
判定 B

・特別養護老人施設への移行
に向けての協議
・転換後の介護老人保健施設
の活用の検討

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

平成２６年度

目標

平成２５年度

平成２７年度

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

施設活用の結論付け

施設活用の結論付け

平成２５年度

平成２７年度

平成２５年度

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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推進項目

上水道事業会計・小野簡易水道特別会計の統合、水源確保と水源施設の改良の促進

総合判定

A

具体的な
取り組み

水源施設改良等の整備を図り、水質管理等により清浄な水道水の安定供給を図ります。小野簡易水道については、平成２６年度を目途に上水
道事業会計への経営統合を進めます。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

建
設
水
道
課

目標

・湯舟配水池整備事業の進
捗を図る。
・小野簡水の資産調査の開
始

・湯舟PC配水池整備事業の竣
工
・小野簡水の資産調査の継続
・水道ビジョンの策定

・経営統合に向けての認可変
更
・水道ビジョンの策定

小野簡易水道の上水
道事業への経営統合
実施

H２７年度
達成目標

小野簡易水道を上水道事業会計に
経営統合を行う。
湯舟配水池整備事業の完成

H２４年度
判定 A

⇒

実施
及び
計画

湯舟配水池整備事業の竣工
小野簡水の資産調査の継続
上水道管路台帳の整備
統合に向けての調査及び準備
計画的な水道メーターの交換

小野簡水の資産調査の継続
上水道管路台帳システム構築
統合に向けての調査及び準備
計画的な水道メータ―の交換

湯舟配水池整備事業に伴い
①配水池築造工事
②配水池場内配管工事
③電気計装設備工事
④並び設計監理契約を締結　工事の
進捗を図る
⑤計画的な水道メーターの交換の実施
（町内７分割）
小野簡易水道の固定資産調査業務委
託を行い資産調査を推進する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２７年度

実施
及び
計画

H２４年度
判定

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

A国民健康保険会計の健全な運営の推進

総合判定

住
民
税
務
課

目標 税率の見直し実施 検討 税率の見直し

行革コード

《 39 》

具体的な
取り組み

健全な国保運営を進めるため、負担割合など公平性を期す税率の見直しを行います。

推進項目

負担割合など公平性を期す税率見
直しを、原則毎年実施する。また、
医療費削減により健全運営を図る

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

A

実施
及び
計画

・国保税率１５．７％引き上げを
実施（実質７％程度の伸びとな
る）
・特定健診の受診・ジェネリック
薬品の活用啓発に努め、医療
費削減に取り組んだ
　（効果額：対前年比）

・次年度以降の税率見直しの試算
・住民説明会等の実施（税率改正につ
いて3回開催）
・特定健診の受診勧奨およびジェネリッ
ク医薬品の差額通知発送や希望カード
を配布し医療費の削減に取り組む
　（効果額：対前年比）

25,546千円 △5,512千円

H２７年度
達成目標

・国保税税率改正による増収
・特定健診受診率向上、医療費削減
に向けて住民説明会の開催
・ハガキによる特定健診受診勧奨の実
施
・健康教室の開催
・毎月70歳到達者へ国民健康保険に
ついて説明会を開催

26,379千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

検討 検討
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

・ケアプランの見直しの実施
・転倒予防教室・認知症予防教室・栄
養教室
・健康教室等の継続実施
・すべての区において介護予防事業の
実施（延べ５６３回　１０，６６６人参加）
・第５期辰野町高齢者福祉計画・介護
保険事業計画の策定（２４年度〜２６年
度）に伴い介護保険料の見直しの実施
・介護保険認定率　県17.7％　町
14.1％

推進項目

介護保険会計の経営の健全な運営の推進

総合判定

A
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具体的な
取り組み

　高齢化による被保険者増に伴い、予想される給付費の増加に対して介護保険料の適正化を図ります。転倒予防教室などの予防施策を更に
展開します。又、町内各団体と連携して介護サービスの質の向上を目指します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

保
健
福
祉
課

目標
・介護保険料の見直し
・介護予防の推進
・介護サービス質の向上

・介護予防の推進
・介護サービス質の向上
・介護保険適正化

⇒

・介護保険料の見直し
・介護予防の推進
・介護サービス質の向
上

実施
及び
計画

・給付費の増加に対して介護保険料の適正化を
図る
・転倒予防教室などの予防施策を更に展開する
・町内各団体と連携して介護サービスの質の向上
を目指す

H２４年度
判定 A

・ケアプランの見直しの継続実施
（ケアマネージャーの研修）
・転倒予防教室・認知症予防教室・
栄養教室・健康教室等の継続実施
・すべての区において介護予防事
業の実施
・介護保険適正化の継続実施

H２７年度
達成目標

・介護予防の推進
・介護サービス質の向
上
・介護保険適正化

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

・ケアプランの見直しの実施
・転倒予防教室・認知症予防教室・
栄養教室・健康教室等の継続実施
・すべての区において介護予防事
業の実施　　（延べ４７２回・９，３５７
人）
・介護保険適正化の実施
・介護保険認定率　県17.9％　町
14.3％

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

実施
及び
計画

平成２７年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

平成２７年度
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

A

消防署の広域化に伴う消防業
務の庁内検討委員会の開催

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 41 》

具体的な
取り組み

課の再編成を検討し、住民がわかりやすい組織と適正・迅速な処理により住民サービスの向上を図ります。

推進項目

課の再編成の検討

総合判定

必要に応じ見直しの実施

平成２７年度

H２７年度
達成目標

総
務
課

目標 組織の見直しの検討
消防署の広域化に伴う消防業
務の検討

必要に応じ見直しの実施 ⇒

実施
及び
計画

組織の見直しの検討（平
成23年度は変更なし）

⇒

実施
及び
計画

平成２６年度 平成２７年度

⇒

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

交通安全ソフト事業を総務課
へ移管した

H２７年度
達成目標

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
交通安全ソフト事業の担当見
直し

組織の見直しの検討 ⇒

AH２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

交通安全ソフト事業の総務課
へ所管替えを検討した

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

目標

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

H２４年度
判定 A

平成２７年度

必要に応じ見直しの実施

必要に応じ見直し
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目

プロジェクトチームの編成

総合判定

A

平成２６年度 平成２７年度

⇒

平成２７年度

《 42 》

平成２３年度

具体的な
取り組み

大きな事業等多岐にわたる行政課題に対応するため、組織の枠を超えたプロジェクトチームを編成し、弾力的な組織運営を行います。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

総
務
課

目標
放射線測定研究会の組織
化

消防署の広域化に伴う消防業
務の検討、庁内検討委員会の
組織化

必要に応じプロジェクトチーム
の編成

⇒

実施
及び
計画

放射線測定研究会の組織
化、測定方法等の基準化
の決定

消防署の広域化に伴う消防業
務の検討、庁内検討委員会の
組織化

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
下辰野１丁目周辺のあり
方検討会

・辰野病院跡地利用検討委員会
・下辰野１丁目周辺のあり方検討
会
・人口対策プロジェクト推進委員会

・辰野病院跡地利用検討委員
会
・人口対策プロジェクト推進委
員会

時機に応じて立ち上げ

H２４年度
判定

⇒

実施
及び
計画

「下辰野１丁目周辺のあり
方検討会」を立ち上げ、３
回の会議を開催した

・「辰野病院跡地利用検討委員会」を
立ち上げ、利用方針の検討を行った
・「下辰野１丁目周辺のあり方検討
会」を継続し、駅前周辺の将来ビジョ
ンを検討した
・「人口対策プロジェクト推進委員会」
を庁内に立ち上げて検討した

H２７年度
達成目標

時機に応じて立ち上げる

平成２３年度 平成２４年度

住
民
税
務
課

目標
滞納対策推進本部事務局
会議を年４回開催

⇒

実施
及び
計画

・滞納対策推進本部事務局
会議を年４回開催し町税、料
金等の担当による連絡調整
及び共通案件に対する滞納
対策を協議した
・町税等滞納に対する特別措
置も見直しを行った

・滞納対策推進本部事務局会議を
年４回開催し町税、料金等の担当
による連絡調整及び共通案件に
対する滞納対策を協議した
・債権管理条例の制定に向けた調
査研究を行った

⇒ ⇒

A

平成２３年度

⇒

・荒神山将来計画の素案の検
討

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

⇒

平成２４年度 平成２５年度

・滞納対策推進本部事務局会議
を年４回開催し町税、料金等の担
当による連絡調整及び共通案件
に対する滞納対策を協議する
・債権管理条例の制定に向けた
調査研究を継続する

平成２７年度

実施
及び
計画

建
設
水
道
課

目標

・辰野駅前区画整理の検
討
・荒神山公園庁内検討会
議の開催

⇒

平成２３年度 平成２４年度

実施
及び
計画

・辰野駅前区画整理関係
で「下辰野１丁目周辺あり
方検討会」で関係課と協
議、検討を行った
・荒神山公園将来計画の
検討

・町として駅前地区の将来ビジョン
を作成した
・辰野駅前土地区画整理事業の
廃止、辰野駅前地区地区計画の
決定
・荒神山将来計画の素案を作成し
た

目標
保健福祉医療庁内連絡会
の月1回の開催

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・福寿苑の今後のあり方
検討
・特養・民営化の方向を示
し決定

・両小野国保診療所、第一・川
島診療所の今後のあり方検討
・ほたるの里世代間交流セン
ターの建設と活用の検討

H２７年度
達成目標

保健福祉医療の将来を見据えた方
向性の検討

H２４年度
判定 A

保
健
福
祉
課

⇒⇒

平成２６年度

平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

必要に応じプロジェクトチームの編
成

H２４年度
判定 A

H２４年度
判定 A

H２７年度
達成目標

新たな将来ビジョンに基づく都市計
画事業の推進

H２７年度
達成目標

滞納対策推進本部事務局会議の
継続実施

A

必要に応じてプロジェクトチー
ムの編成

・「辰野病院跡地利用検討委
員会」を立ち上げ、利用方針
の検討を行う
・「人口対策プロジェクト推進
委員会」を庁内に立ち上げて
検討する

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

平成２５年度

・町医療施設の現状について
検討
・医療及び福祉に関する意見
交換、協議
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課 年度

課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目 総合判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 43 》

具体的な
取り組み

常勤特別職、議会議員、各種委員会の報酬と各種委員会の定数の見直しを行います。

常勤特別職、議会議員、各種委員会の報酬と各種委員会の定数の見直し B

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

関
係
課

目標 見直しの実施 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

予算査定時に各種委員会
委員定数の見直し検討

予算査定時に各種委員会委員
定数の見直し検討

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 B

予算査定時に各種委員会委
員定数の見直し検討

H２７年度
達成目標

毎年見直しを実施

総
務
課

目標 見直しの実施 ⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

毎年見直しを実施

H２４年度
判定 A

実施
及び
計画

常勤特別職の減額

特別職報酬等審議会を開催し
て見直しを行った
町長・副町長・教育長の給料を
７％減額した

1,500千円 1,500千円

特別職報酬等審議会を開催し
て見直しを行う

1,500千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

議
会
事
務
局

目標 見直しの検討 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

議会委員会の中で、経済
情勢や近隣市町村の議員
報酬を比較し検討

経済情勢や近隣市町村の議員
報酬を比較し検討

議員報酬に関し、近隣市町村
の条例の一部改正（国家公務
員並の報酬の引下げ）に合わ
せて比較検討する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

⇒

H２７年度
達成目標

⇒

⇒

毎年見直しを実施

H２４年度
判定 A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

H２７年度
達成目標

⇒

H２４年度
判定

⇒
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

具体的な
取り組み

当分の間冬季休館を継続し、経費の節減に努めます。但し、概ね１０人以上の予約開館を行います。
企画展、常設展等のあり方を検討し、ホームページ等でのＰＲを通じて入館者増を図ります。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

行革コード

教
育
委
員
会

目標
・冬期間の休館
・企画展を検討し入館者増
を図る

⇒ ⇒ ⇒

H２４年度
判定 B

⇒

実施
及び
計画

冬期臨時休館日数：45日
（12月＝1日、1月＝22日、2
月＝13日、3月＝9日）
冬期の特集展開催：2回　来
場者数：1,790人
年間開館日数：204日　　来
場者数：5,599人

冬期臨時休館日数：49日
（12月＝2日、1月＝23日、2月＝13
日、3月＝13日）
冬期の特集展開催：2回　来場者
数：1,851人
年間開館日数：228日　来場者数：
5,699人

363千円 396千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

《 44 》

推進項目 総合判定

B

冬期臨時休館日数：75日
（11月＝5日、12月＝22日、1月＝
23日、2月＝10日、3月＝15日）
冬期の特集展開催：1回　来場者
数：1,600人（見込）
年間開館日数：195日　来場者
数：5,000人（見込）

美術館の管理・運営の検討

H２７年度
達成目標

企画イベント・常設展示・環境整備
等を図り、入館者増を図る

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表
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課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

行革コード

《 45 》

具体的な
取り組み

平成１６年度から休業中の荒神山ウォーターパークのあり方について検討し、方向性を出します。

推進項目

休業中の荒神山ウォーターパークのあり方の検討

総合判定

A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

建
設
水
道
課

目標 あり方の検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

他市町村の公園維持の状
況視察を実施

・荒神山公園懇談会の開催、３回
行い住民の意見を聞いた
・町民アンケートの実施（１０００名
に送付、回答率約４０％）
・３回目の懇談会でワークショップ
形式で行い、町民アンケートの結
果も取入れ住民の意見を聞いた

1,800千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

・庁内検討会の実施、専門家
による講演会を計画
・資料の作成をすすめる

実施
及び
計画

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

ウォーターパークのあり方を示す

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２６年度 平成２７年度

⇒

推進項目

小・中学校の給食業務の民間委託等への見直し

総合判定

平成２５年度

E

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード
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具体的な
取り組み

小学校５校（西小・東小・南小・川島小・両小野小）〔両小野小は一部事務組合〕、中学校１校（辰野中学校）の給食調理現場については、保
育園と連携を図り、調理業務の民間委託等を検討し、経費の削減と効率化を図ります。答申に基づき理解を得ながら実施方法を検討しま
す。

平成２３年度 平成２４年度

平成２７年度

教
育
委
員
会

目標

・辰野中学校における民
間委託の検討
・職員の臨時化の継続実
施

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・辰野中学校においての
民間委託実施の提案、
PTA説明会、職員説明会
の実施
・職員の臨時化の継続実
施

・教育委員会議において検討
の結果、民間委託については
凍結し、職員の臨時化を継続
実施することとした
・職員の臨時化の継続実施

H２７年度
達成目標

辰野中学において理解と納得が得
られれば、民間委託を導入し、検証
する。小学校での導入を検討する。

0千円 5,000千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定 E

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

・職員の臨時化を継続実施
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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行革コード

《 47 》

具体的な
取り組み

保育園６園の給食調理現場については、学校との連携を図り、調理業務の集中化及び民間委託を検討し、経費の削減を図ります。

推進項目 総合判定

保育園給食業務の集中化及び民間委託への見直し A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

教
育
委
員
会

目標
調理職員の臨時化の継続
実施

⇒ ⇒
調理業務の集中化及
び民間委託の検討

⇒

実施
及び
計画

調理職員の臨時化への継
続実施

全調理職員の臨時化実施

H２７年度
達成目標

調理業務の集中化及び民間委託
の検討

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

全調理職員の臨時化継続実
施
調理業務の集中化及び民間
委託の検討

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２７年度平成２５年度

平成２５年度
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目 総合判定
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行革コード

《 48 》 町立辰野病院及び福寿苑給食業務委託の拡大 A
具体的な
取り組み

給食調理業務の民間委託を更に拡大して経費の削減と効率化を図り、継続的な業務の改善を進めます。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

辰
野
病
院

目標 一部民間委託の実施 ⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

委託業務の見直しによる一部民間
委託の拡大

H２４年度
判定 E

⇒

実施
及び
計画

栄養士　　　　　２名
正規調理員　　５名
臨時調理員　　２名
委託調理員　　６名
退職職員の減員分につい
ては委託にて補充

　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ24.9）
栄養士　　　　　１名  →　２名
正規調理員　　４名　→  ６名
臨時調理員　　２名　→　１名
委託調理員　　５名　→　５名
（拡大　見送り）

福寿苑の給食業務撤退によ
り、辰野病院での職員数が増
えたため業務委託に移行して
いくのは難しい
臨時調理員　　　　１名→０

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

福
寿
苑

目標 民間委託の検討 民間委託の実施 ⇒ 廃止

実施
及び
計画

・検討委員会を設置し民間
委託を検討
・クックチル方式での給食
提供と民間委託の実施を
決定

厨房室の設置と民間委託の実
施

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

民間委託の継続実施

H２７年度
達成目標

閉苑による廃止

H２４年度
判定 A

H２４年度
判定

51



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

行革コード

《 49 》

具体的な
取り組み

小学校５校（西小・東小・南小・川島小・両小野小）〔両小野小は一部事務組合〕、 中学校１校（辰野中学校）の校務技士の業務の共同処理・
センター化等によって経費の削減と効率化を図ります。

推進項目

小・中学校の校務技士の業務共同処理・センター化等の検討

総合判定

A

平成２６年度 平成２７年度

教
育
委
員
会

目標 業務の共同処理実施 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・各学校業務の共同処理
実施
・保育園の業務の共同処
理実施

・各学校業務の共同処理実施
・保育園の業務の共同処理実
施

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

平成２５年度

センター化の検討

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

職員のセンター化を検討し、外部発
注している業務を縮小し、経費削減
を図ります

平成２５年度

平成２５年度

平成２５年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

・各学校業務の共同処理実施
・保育園の業務の共同処理実
施

⇒

H２４年度
判定 A
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課 年度

事業費

課 年度

事業費

課 年度

課 年度
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具体的な
取り組み

新病院建設に合わせた新路線や、全域の交通弱者の移動手段の確保について検討します。

推進項目

公共交通体系の再構築

総合判定

A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 公共交通体系の見直し 再構築事業の実施 運行・改善 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・辰野町地域公共交通会
議による新しい公共交通
体系の検討
・生活交通ネットワーク計
画策定のための調査事業
実施

・生活交通ネットワーク計画の
策定
・交通不便地域におけるデマン
ド運行の実施体制の整備を
行った

6,800千円 9,534千円

・乗合タクシーを4月1日から開
始した
・優待事業を実施し、利用拡大
を図る（運転免許返納者・商店
街とのタイアップ）

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

運行・改善 ⇒

H２４年度
判定 A

町営バス川島線、飯沼線の時
刻の変更。（利用者等の意見
を聞き、検討していく）

9,802千円

実施
及び
計画

町営バス川島線、飯沼線
運行

路線変更及び運賃改定。１０月
１日から変更

10,340千円 10,323千円

実施
及び
計画

福祉タクシー制度の実施
（配布枚数８９４６枚　使用
枚数３４２９枚　使用率３
８．３％）

産
業
振
興
課

目標 町営バスの継続運行 ⇒

平成２３年度 平成２４年度

保
健
福
祉
課

目標
福祉タクシー制度の継続
実施

⇒ 運用検討 ⇒

福祉タクシー助成人員277名
（配布枚数１０，００８枚　使用
枚数３，６３６枚　使用率
36.3％）

H２７年度
達成目標

新しい公共交通体系を考慮し福祉
タクシー制度の運用を検討し、より
よいものとする

⇒

2,016千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

2,400千円

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

目標

平成２５年度

実施
及び
計画

平成２６年度

H２４年度
判定

平成２７年度

H２７年度
達成目標

2,800千円

平成２６年度

H２４年度
判定 A

平成２７年度

平成２７年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

福祉タクシー助成人員315名
（希望者には町営バス利用券
へ交換し交付）

平成２５年度

生活交通ネットワーク計画の整備と
維持改善

H２４年度
判定 A

H２７年度
達成目標

路線の変更、運賃の見直しにより、
自家用自動車等の利用が困難な
人の生活交通を確保する

⇒
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２３年度
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具体的な
取り組み

行政評価システムを活用することにより、事務事業に優先順位を付け、行政サービスを効果的・効率的に提供します。

推進項目

行政評価システムの活用

総合判定

B

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
事務事業評価シートの作
成と運用

施策評価システムの構築と事
務事業評価システムの改良

実施・検証 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

２２年度事務事業の仮評
価（２３年３月実施）及び本
評価（２３年６月実施）、２４
年３月の引継ぎ書として活
用

・施策評価研究専門部会によ
る施策評価システムの検討
・２３年度事務事業評価の継続
実施（188事業）
・２４年度事務事業評価シート
の改良と仮評価の実施

・施策評価研究専門部会によ
る施策評価システムの検討
・２４年度事務事業評価の継
続実施
・２５年度事務事業評価シート
の改良と仮評価の実施

H２７年度
達成目標

事務事業評価と連動した施策評価
により予算に反映する仕組み（施策
評価システム）を構築する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定 B
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

⇒

平成２６年度

⇒

平成２３年度

⇒

推進項目

目標を設定した行政運営の推進

総合判定

A

平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

人事評価制度の導入によ
る目標設定

人事評価制度による評価の実
施

人事評価制度による評価の実
施

具体的な
取り組み

職員が能動的に職務に取り組むため、職員自ら目標を設定して管理する行政運営を推進します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成２７年度

平成２４年度

総
務
課

目標 人事評価制度の試行 人事評価制度の実施・検証

目標

実施
及び
計画

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２７年度

目標

目標

平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

H２４年度
判定

平成２７年度平成２５年度

H２７年度
達成目標

平成２７年度平成２６年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

人事評価制度の実施・検証

H２４年度
判定 A
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行革コード

《 52 》

55



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

総合判定

当町の決算状況、国の経済状況、社会情勢などを踏まえ、中期的な財政収支見通しを策定し、各種財政指標に基づき健全な財政運営を行
います。第５次総合計画の策定体系を踏まえ、実施計画の各事務事業に優先順位を決定して財政運営を行います。

中期財政見通しの策定による重点施策の明確化、効率的な財政運営 A

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

《 53 》

具体的な
取り組み

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 中期財政見通しの策定 見直し ⇒

推進項目

H２４年度
判定

平成２３年度

⇒ ⇒

実施
及び
計画

・平成２３～２７年の財政
見通しを作成した
・第5次総合計画前期基本
計画に合わせて公表した

・２３年度決算の反映
・２４年以降の内容を再算定し
た

H２７年度
達成目標

中期財政見通しを踏まえ実施計画
の各事務事業に優先順位を決定し
て財政運営を行う

H２４年度
判定

A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

・24年度決算を反映させる
・25年度以降の内容を再算定
する

実施
及び
計画

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２５年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度

H２７年度
達成目標

平成２６年度

H２４年度
判定

平成２７年度平成２５年度
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課 年度

課 年度
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推進項目

経常収支比率の改善

総合判定

B
具体的な
取り組み

歳入を確保するための施策の展開や、歳出の徹底した抑制をし、物件費、義務的経費の削減を図り、引き続き経常収支比率の改善に努め
ます。（H２２　７８．１％）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

⇒ ⇒

H２４年度
判定 B

経常経費の削減を引き続き行
う

国の目安である75%になるよう近づ
ける

目標７５％

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

・子ども手当や臨時職員
の増により上昇した
・H２３年度84.4％

・経常経費の削減に努めた。光
熱水費や燃料費の抑制等進め
た
81.1％

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 見込み８０％ 改善

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

用語解説 

物件費・・・行政運営に当たり物にかかる費
用 

義務的経費・・・人件費や公債費等制度的に
義務付けされている経費 

経常収支比率・・・通常市町村が収入する税
等に必要経費がどの位掛かっているかを表

す率。率が小さいほど自由に使える財源が
ある。 
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

B

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 公債費の６割以下 抑制 ⇒

行革コード

《 55 》

具体的な
取り組み

償還以上の起債は抑制し、公債費の６割以下を目指します。新規事業を検討し借入を抑制します。

総合判定

実施
及び
計画

臨時財政対策債を除いた
起債の公債費に占める割
合54.1％

実質公債費比率16％以下、公債費
の6割以下に抑制する

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

B

実施
及び
計画

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

景気対策のため事業を前倒しで実
施している。交付税措置のある起
債を起こし財政負担の軽減に努め
ている。実質公債費比率は10.3(3
年平均）で23年と比較し減少して
いるが起債の公債費に占める割
合66.12%となっている。起債残高
は　H23度末　6,280百万円　H24
末　6,577百万円と上昇している。

平成２６年度

平成２７年度

推進項目

実質公債費比率及び地方債の抑制

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

24年度からの繰り越し事業で本
年も起債事業があるが、引き続き
交付税措置のあるものを起こして
ゆく。起債残高の減少に今後努
めていかなくてはならない。臨時
財政対策債は本年も発行可能額
いっぱい借入れを行い財政需要
に応える。

平成２６年度 平成２７年度

⇒ ⇒

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

用語解説 
実質公債費比率・・・町の収入に占める負債返済の
割合 

臨時財政対策債・・・地方交付税の不足分を補うため
の地方債。公債費から抜く理由は本来地方交付税と

しての収入であるため。 
交付税措置率・・・・借入額に対し地方交付税で補っ
てくれる割合 
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目

長期的視点に立った基金の計画的運用

総合判定

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
基金の計画的な運用
（一般会計基金残高27.6
億円）

⇒ ⇒ ⇒

積立金
・財調　　　　　　　177,500千円
・減債  　　　　　　       53千円
・その他 　　　　　　12,255千円
取崩
・その他　　 　　　　66,997千円
一般会計基金残高
　　　　　　　　　　2,885,776千円

H２７年度
達成目標

基金の計画的な運用（一般会計基
金残高30億円）実施

及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

《 56 》

具体的な
取り組み

実施
及び
計画

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

⇒

平成２７年度

長期的視点に立って将来の公債費負担や施設の整備、維持管理を見据えた計画的な基金運用を図ります。
また、特定目的基金は目的に沿って効率的な運用を図ります。

A

平成２３年度

H２７年度
達成目標

平成２６年度 平成２７年度平成２５年度

積立金
・その他　　　　　　　2,931千円
取崩
・財調　　　　　　　225,000千円
・その他　　　　　　　9,287千円
一般会計基金残高
　　　　 　　　　　2,624,420千円
（平成２５年度当初予算）

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

A

積立金
・財調　　　　　36,637千円
・その他　　　128,699千円
取崩
・その他　　　　22,818千円
一般会計基金残高
　　　　　　　2,762,964千円
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

《 57 》

具体的な
取り組み

「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」「貸借対照表」のわかりやすい公表に努めます。

町財政状況の公表 A
推進項目 総合判定行革コード

平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 財政状況の公表 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

一般会計の平成２２年度
の４財務諸表の公表を
行った

一般会計の平成２３年度の４財
務諸表の公表を行った

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

平成24年度の４財務諸表を公
表する

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２４年度
判定

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

⇒ ⇒

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

平成２５年度

H２７年度
達成目標

財政状況の公表を行う

平成２５年度
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課 年度

課 年度

効果額

課 年度

効果額

課 年度

課 年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 58 》

推進項目

公共工事のコスト縮減

総合判定

A
具体的な
取り組み

計画、設計、発注、施工、維持管理までの総合的な観点からコスト縮減を図ります。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
公平・公正な入札制度の
推進

⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

公平・公正な入札制度の推進

H２４年度
判定 A

⇒

実施
及び
計画

受注希望型競争入札と最
低制限価格の継続実施

総合評価落札方式を試行導入
し実施した
入札等審査委員会を3回開催し
入札結果の報告を行った

総合評価落札方式を引き続き
実施する
入札等審査委員会も実施する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

産
業
振
興
課

目標 コスト縮減の継続実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

工種及び施工方法の検討
実施（実施箇所　1箇所）

工種及び施工方法の検討実施
（実施箇所　2箇所）

39千円

工種・施工方法等コストを精査し削
減することにより、効率的な施工を
行う

H２４年度
判定 A

⇒

H２４年度
判定 A

４９千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

工種及び施工方法の検討
実施（実施箇所　５ヶ所）

工種及び施工方法の検討
（実施箇所　４ヶ所）

9,313千円 10,000千円

建
設
水
道
課

目標 コスト縮減の継続実施 ⇒

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度

平成２５年度

平成２７年度

平成２６年度 平成２７年度

平成２５年度 平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

一層のコスト削減により施工箇所
の拡大を図る

⇒

工種及び施工方法の検討

工種及び施工方法の検討

⇒
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

A管理運営コストの縮減

総合判定

平成２３年度 平成２４年度

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

具体的な
取り組み

総
務
課

目標 中期計画の策定 見直し ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

２階事務室の蛍光灯を省
エネタイプHF３２W×２　プ
ルスイッチ付きに更新（役
場庁舎）
　　　　-2.33％

役場庁舎高圧受電設備改修 3
相 50KVAトランス3台・単相
100KVA1台の更新（役場庁舎）
時期に合わせ、省エネ機器へ
更新する
　　　　-15.22％

25千円 165千円

H２７年度
達成目標

改正省エネ法では、平成21年度エネル
ギー使用量（原単位）で毎年１％以上
の削減が求められている。このため、２
７年度までに６％の削減を目標としま
す。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

《 59 》

※庁舎(総務課）関連はなし

・町民会館空調設備更新
・上水道高度浄水エアレーショ
ンインバーター更新参考入力

170千円

省エネ法の改正により、中長期的計画（３年から５年計画）を策定し、実施可能なハード（省エネ器具等）から導入し、管理運営コストの削減
を図ります。

推進項目
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課 年度

事業費

課 年度

事業費

課 年度

事業費

課 年度

課 年度

推進項目

施設の管理・運営への住民参画

総合判定

A

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 60 》

具体的な
取り組み

施設運営ボランティア組織等の育成を図ります。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

750千円

平成２３年度 平成２４年度

保
健
福
祉
課

目標
福祉施設等の管理業務の
継続実施

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

高齢者自立支援住宅の管
理
（NPO法人あかり、赤羽共
生館あさひケ丘管理協力
会）

高齢者自立支援住宅の管理
（NPO法人あかり、赤羽共生館
あさひケ丘管理協力会）

750千円

⇒

高齢者自立支援住宅の管理
（NPO法人あかり、赤羽共生
館あさひケ丘管理協力会）

750千円

平成２７年度

実施
及び
計画

地域住民による施設管理
・蛇石キャンプ場公衆トイ
レ
・横川ダム公園
・ほたる童謡公園（下辰野
側・上平出側）

地域住民による施設管理（委
託料あり）
・蛇石キャンプ場公衆トイレ
・横川ダム公園
・ほたる童謡公園（下辰野側・
上平出側）

H２７年度
達成目標

ボランティアによるトイレ等清掃の
継続委託

⇒

地域住民による施設管理（委
託料あり）
・蛇石キャンプ場公衆トイレ
・横川ダム公園
・ほたる童謡公園（下辰野側・
上平出側）

⇒⇒

教
育
委
員
会

目標
文化・教育施設の管理運
営の継続実施

⇒ ⇒

1,250千円 1,250千円

産
業
振
興
課

目標
観光施設管理業務の継続
委託

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

⇒ ⇒

実施
及び
計画

・小野宿問屋保存会会員
による
　旧小野家住宅の環境整
備
　見学者への説明対応の
実施

・小野宿問屋保存会会員によ
る
　旧小野家住宅の環境整備
　見学者への説明対応の実施
・美術館のイベントを住民グ
ループと共同で企画実施

H２７年度
達成目標

ボランティアによる管理運営の継続
実施

189千円 120千円

平成２６年度

120千円

H２４年度
判定 A

・小野宿問屋保存会会員によ
る旧小野家住宅の環境整備
　見学者への説明対応の実施

平成２７年度

目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

平成２５年度 平成２６年度

H２７年度
達成目標

NPO、ボランティアによる施設運営

H２４年度
判定 B

⇒
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２３年度
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具体的な
取り組み

滞納整理の強化を推進するとともに、徴収率のアップを図るため口座振替の一層の推進を図ります。

推進項目

町税等の口座振替の推進

総合判定

B

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

住
民
税
務
課

目標 口座振替の推進 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

口座振替の推進
・納税通知書に口座振替依
頼書を同封し送付
・新築家屋評価の際に勧誘
・広報たつの等でＰＲ
町税口座振替率　62.83％

口座振替の推進
・納税通知書に口座振替依頼書を同
封し送付
・新築家屋評価の際に勧奨し。
・広報たつの等でＰＲ
・窓口対応時口座振替を勧奨した
町税口座振替率　61.99％

口座振替の推進
・納税通知書に口座振替依頼書
を同封し送付
・新築家屋評価の際に勧奨
・広報たつの等でＰＲ
・窓口対応時口座振替の勧奨
町税口座振替率　65％以上

H２７年度
達成目標

町税の口座振替の口振率70％以
上

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

建
設
水
道
課

目標 口座振替の推進 ⇒ ⇒

実施
及び
計画

口座振替率
上水道　88.91％
下水道89.56％
住宅使用料　78.51％

口座振替率
上水道　90.41％
下水道　91.25％
住宅使用料　84.51％

口座振替率
上水道　91％以上
下水道　92％以上
住宅使用料　85％以上

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

教
育
委
員
会

目標 口座振替の推進 ⇒ ⇒ ⇒

口振振替率
保育料　98.0％以上

⇒

実施
及び
計画

口振振替率
保育料　98.0％

口振振替率
保育料　97.7％

H２７年度
達成目標

口座振替の割合を100％とする

H２４年度
判定 A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２４年度
判定

H２４年度
判定 B

H２７年度
達成目標

口座振替率を上下水道90％以上、
住宅使用料80％以上

H２４年度
判定 A

⇒ ⇒
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目

徴収率の向上

総合判定

A

⇒

H２７年度
達成目標

上下水道現年度９８％以上、過年
度２９％以上、住宅使用料現年度９
９．７％以上、過年度６．８％以上

H２４年度
判定
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具体的な
取り組み

税金・上下水道料金・保育料・住宅使用料等税負担の公平性の観点からも、徴収対策室を中心に現年度課税分のさらなる徴収率の向上に
努め、併せて滞納繰越分の収納率向上に努めます。
長野県地方税滞納整理機構と連携した、広域による滞納整理の強化体制を目指します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

平成２７年度

住
民
税
務
課

目標

現年度徴収率目標
　町税　　　98.5％以上
　国保税　 95.5％以上
　後期高齢者医療保険料
99.7％

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

現年度徴収率
　町税　　　98.54％
　国保税    95.50％
　後期高齢者医療保険
99.69％

現年度徴収率
　町税　　　96.26％
　国保税    98.33％
　後期高齢者医療保険
99.82％

⇒ ⇒

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

A

・差押え強化による滞納金の徴収
・差押えのための財産調査の強
化　   　　　　　　　　　　　　　　　　・
延滞金を必ず徴収する
・古くからの分納誓約の再相談実
施

実施
及び
計画

上下水道
　現年度　98.63％
　過年度　30.54％
住宅使用料
　現年度　99.62％
　過年度　6.02％

・電話催告・訪問集金の実施（７・１２月）
・給水停止措置の年4回実施
上下水道（徴収率）
現年度　98.44％
過年度　30.73％
住宅使用料
現年度　９９．５１％
過年度　６.７２％

建
設
水
道
課

目標

上下水道
　現年度　98％以上
　過年度　29％以上
住宅使用料
　現年度　99.7％以上
　過年度　 6.1％以上

⇒

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

A

⇒

保
健
福
祉
課

目標
現年度徴収率目標
介護保険料　　98%

⇒ ⇒

実施
及び
計画

介護保険料徴収率
現年度徴収率　  97.2　％
  （特別徴収 100％　普通
徴収 87.9％）
過年度徴収率    11.0  ％

介護保険料徴収率
現年度徴収率　  97.2　％
  （特別徴収 100％　普通徴収
88.2％）
過年度徴収率    9.10  ％

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

教
育
委
員
会

目標
保育料徴収率目標
現年度分　９９．９％
過年度分　２５．０％

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

保育料徴収率
現年度分　９９．６３％
過年度分　１９．２５％

保育料徴収率
現年度分　９９．５９％
過年度分　　７．６０％

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

A

平成２７年度

実施
及び
計画

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

現年度徴収率目標
　町税　　　98.5％以上
　国保  　　95.5％以上
　後期高齢者医療保険料　 99.7％

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

介護保険料（普通徴収）の現年度
徴収率目標　９８％以上

H２４年度
判定 B

H２７年度
達成目標

保育料の現年度分の徴収率を９
９．９％、過年度分は２５％とする

⇒

平成２６年度 平成２７年度

⇒ ⇒

電話催告・訪問集金の実施
（７・１２月）
給水停止措置年４回実施

・介護保険料（普徴）の滞納整
理の実施
・介護保険認定時に滞納状況
等を説明し理解を求める

・児童手当手当の支給に合わ
せ、現金支給として保育料を
徴収する
・児童手当からの特別徴収を
実施する
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課 年度

効果額

課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目 総合判定
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具体的な
取り組み

地方税法・国税徴収法等の関係法令の規定に基づき、滞納処分等に関する手続きを執行するとともに、町税・介護保険料・保育料・上水道
料金・下水道料金・下水道受益者負担金・住宅使用料等を滞納し、かつ、納税について誠実性を欠く者に対して納税を促進するための特別
措置を講じます。

町税等の滞納に対する特別措置の実施 A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

住
民
税
務
課

目標 特別措置の継続実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・滞納対策推進本部事務局会議の開催に
よる情報の共有化
・町税等の滞納に対するに関する条例施
行規則（町税滞納者に対する行政サービ
ス制限）の見直し実施
・町税等の滞納処分の執行停止取り扱い
規定の制定
・差し押さえの実施
　107件　税充当額1,695,860円

・滞納対策推進本部事務局会
議の開催による情報の共有化
・債権管理条例を制定するため
の、調査研究
・差し押えの実施
　88件　税充当額5,802,983円

1,695千円

H２７年度
達成目標

継続的な特別措置の実施

5,802千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

・滞納対策推進本部事務局会
議の開催による情報の共有化
・債権管理条例を制定するた
めの、調査研究
・差し押えの実施

建
設
水
道
課

目標 給水停止措置の実施 ⇒ ⇒ ⇒

悪質な滞納者に対し年４回の
給水停止措置の実施 （６・１
０・１２・２月）

⇒

実施
及び
計画

悪質な滞納者に対し年４
回の給水停止措置の実施
（６・１０・１２・２月）

悪質な滞納者に対し年４回の
給水停止措置の実施 （６・１０・
１２・２月）

4,152千円 4,000千円

H２７年度
達成目標

悪質な滞納者に対し、年４回の給
水停止措置の実施

H２４年度
判定 A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２６年度 平成２７年度
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推進項目

保育料の見直し

総合判定

A

⇒

保育料基準額の変更につい
て、継続して協議

具体的な
取り組み

子育て支援としての保育料のあり方に配慮しながら、必要に応じて見直しを行います。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

H２７年度
達成目標

必要に応じて見直しの実施

H２４年度
判定 A

教
育
委
員
会

目標 見直し、検討の実施 ⇒ ⇒

目標

⇒

実施
及び
計画

・保育料基準額の変更に
ついて協議
・基準額見直しは見送り

保育料基準額の変更につい
て、近隣町村の動向を見なが
ら事務局で検討の結果、据え
置きとした

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

事業費

課 年度

課 年度

課 年度

B
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具体的な
取り組み

状況に応じて見直しを行います。

推進項目

工事地元分担金の見直し

総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

産
業
振
興
課

目標 状況に応じた見直し ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

工事地元分担金を見直す
状況はなかった

工事地元分担金を見直す状況
はなかった

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 B

状況に応じて地元分担金の見
直しを検討する

条例により適正な負担を地元にお
願いする

建
設
水
道
課

目標 状況に応じた見直し ⇒ ⇒ ⇒

状況に応じて地元分担金の見
直しを検討する

⇒

実施
及び
計画

工事地元分担金を見直す
状況はなかった

工事地元分担金を見直す状況
はなかった

H２７年度
達成目標

適正な工事地元分担金

H２４年度
判定 B

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

効果額

課 年度

課 年度

推進項目

手数料・使用料の見直し

総合判定
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具体的な
取り組み

状況に応じて見直しを行います。減免については、条例や規則などに規定され運用されていますが、その基準を見直し、減免の廃止を含め
見直しを図ります。

D

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

全
課

目標 見直し・検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

各種手数料の見直しは実
施しなかった

各種手数料の見直しは実施し
なかった

142千円

H２７年度
達成目標

各種手数料の見直し実施

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 D

消費税増税に併せて各種手
数料の見直し検討

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

目標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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具体的な
取り組み

独立採算性の原則を基本とし、収支計画に則った適正な算定基礎に基づく料金又は使用料を設定します。上水道、下水道、農集排料金を
原則として、４年毎に見直しを行います。
有線放送電話から告知システムへの移行に合わせて使用料の見直しを行います（平成２４年４月実施予定）。

公営企業会計及び特別会計に係る使用料等の見直し A
推進項目 総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 告知システムの料金設定 検証・見直し ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

告知システムの使用料を
月５００円に設定した
（有線放送は月１，５００
円）

告知システム使用料の減免措
置の整備（町民税非課税世帯
等を対象）

H２７年度
達成目標

適正な料金設定を行う

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

告知システム使用料・加入負
担金の見直し

建
設
水
道
課

目標 検討 ⇒ ⇒ 改定

見直しのための調査実施

検討

実施
及び
計画

見直しのための調査実施
・見直しのための調査実施
・農業集落排水処理施設の使
用料の見直し検討

H２７年度
達成目標

上下水道では最低でも消費税アッ
プ分の見直しを行う。

H２４年度
判定 A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

辰
野
病
院

目標
新病院開院の個室使用料・病
衣使用料の料金設定

検討

実施
及び
計画

新病院開院に伴い個室使用
料・病衣使用料を設定した

H２７年度
達成目標

適正な料金設定を行う

H２４年度
判定 A

個室使用料の見直し

⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

目標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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推進項目

『広報たつの』「町ホームページ」「ほたるチャンネル」「告知システム」「封筒」等の広告収入の拡大

総合判定

B
具体的な
取り組み

『広報たつの』「町ホームページ」「ほたるチャンネル」「告知システム」「封筒」「町バス」等への広告やコマーシャル等による広告の募集を行
い、制作財源にします。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 収入の確保 ⇒ ⇒ ⇒

・広報たつのへの広告掲載
・ホームページへのバナー広
告掲載募集

⇒

実施
及び
計画

・広報たつのへの広告掲
載
・ホームページへのバナー
広告掲載

・広報たつのへの広告掲載
・ホームページへのバナー広告
掲載募集
・封筒広告の調査

3,324千円 3,221千円

H２７年度
達成目標

広告収入の増による、広報製作費
等の削減

H２４年度
判定 B

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

目標

目標

実施
及び
計画

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標
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課 年度

貸付額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

A
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具体的な
取り組み

行政目的の終わった施設や土地等について、他の用途への転用を図るとともに、活用が困難な土地については、賃貸、売却等を行いま
す。

推進項目

町有財産の有効活用

総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 収入の確保
・収入の確保
・財産の洗い出し

⇒
・収入の確保
・処分の実施

⇒

実施
及び
計画

町有財産の貸付

・町有財産の貸付
・王城山荘、荒神山集会所取り
壊し工事の実施
・台帳整備による調査、具体的
財産の洗い出し

5,080千円 4,500千円

町有財産の処分

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

・町有財産の貸付
・具体的財産の洗い出しを行う

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標
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課 年度

課 年度

補助額

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目

町・土地開発公社保有地の企業への売却と進出企業の優遇制度等の継続実施

総合判定

C
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具体的な
取り組み

町・土地開発公社保有地を企業へ売却することにより、債務の削減を図るとともに雇用の促進と税の増収を図ります。
企業の要望による用地の確保と、賃貸による町内への企業進出を容易にし誘致を図ります。
「商工業誘致及び振興条例」を引き続き実施します。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
町・土地開発公社保有地
の売却

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・ホームページ及びビジネ
スフェア等でのPR活動の
実施
・関係機関と連携し、誘致
情報の収集を実施

・ホームページのリニューアル
・関係機関と連携し、誘致情報
の収集及び企業訪問を実施
・桜町造成工事の実施
　（３区画　3655.02㎡）

H２７年度
達成目標

町・土地開発公社保有地の売却

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 C

・ホームページのリニューアル
・長野県事務所や金融機関等と
連携して誘致情報を収集し、企業
訪問を実施する
・県内外で開催されるビジネス
フェアに出店・参加し情報発信を
行う

産
業
振
興
課

目標 優遇制度の継続実施 ⇒ ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

条例に基づく補助金の交付

H２４年度
判定 A

⇒

実施
及び
計画

条例に基づく補助金交付
の実施　（１７企業）

条例に基づく補助金交付の実
施

56,091千円 51,000千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２７年度

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

条例に基づく補助金交付の実
施
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課 年度

売却額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
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具体的な
取り組み

町・土地開発公社保有地を積極的に売却し住宅建設をすることにより、人口・税収の増を図ります。
民間事業者等との共同体制により、情報を提供、共有して売却に努めます。
インターネット等の情報網及び業界と連携して、三方への交通の地の利を活かした住宅地のＰＲと民間の宅地情報を町のホームページへ
取り入れてＰＲをします。

推進項目

優良宅地の提供

総合判定

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標
町・土地開発公社保有地
の情報提供及び売却

⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・ホームページのリニューアル
・長野県事務所や金融機関等
と連携して保有分譲地の情報
発信を行う

H２７年度
達成目標

B

平成２６年度 平成２７年度

⇒

・ホームページ掲載等
・南部地区保有地の売却
　（１区画　828.77㎡）

・ホームページ掲載等
・桜町造成工事の実施
　（６区画　1,696.75㎡）
・林の下地区保有地の売却
（2区画　725.39㎡）

5,890千円 14,100千円

平成２７年度平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

目標

実施
及び
計画

平成２５年度

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度

実施
及び
計画

平成２４年度

目標

H２７年度
達成目標

平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定

平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

町・土地開発公社保有地の情報提
供及び売却

H２４年度
判定 B

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

C

平成２３年度 平成２４年度

検証

平成２７年度平成２３年度 平成２５年度

制度化・実施

総合判定

平成２４年度

推進項目

町内への住宅建設に対する優遇制度の検討《 72 》

具体的な
取り組み

町内へ住宅を建設した際の優遇制度を検討します。

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

ま
ち
づ
く
り
政
策
課

目標 優遇制度の調査 優遇制度の検討 ⇒

実施
及び
計画

情報収集

・人口対策プロジェクト推進委
員会において検討した
　　情報収集
　　住宅建設優遇制度の検討

平成２６年度

・人口対策プロジェクト推進委
員会において検討する
・移住定住促進協議会からの
提言を受けて制度化の検討を
する

H２４年度
判定 C

目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

住宅建設優遇制度の実施
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目
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具体的な
取り組み

人事交流の促進と各種研修による職員資質の向上を図ります。
研修派遣を行います。

人事交流の促進と研修派遣 A
総合判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総
務
課

目標 他の自治体との交流派遣 ⇒ ⇒ ⇒

H２４年度
判定 A

⇒

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

見送り
厚生労働省老健局高齢者支援
課派遣１名
上伊那広域連合派遣研修１名

上伊那広域連合派遣研修２名
　　　〃　　　　　　　　受入  1名

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

目標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２６年度

H２７年度
達成目標

より広い視野での行政手法や先進
的な施策、技術の習得、人的ネット
ワークの形成

H２７年度
達成目標

平成２５年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

76



課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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推進項目

人材の育成と各種研修の充実

総合判定

A
具体的な
取り組み

職員研修の充実を図り、行政職員としての自覚の向上と専門知識・技術を有する職員の養成を図ります。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

研修で得た個人の知識と能力を有
効に活用し、町民満足度の向上に
つながるよう職員の意識改革を行う

H２４年度
判定 A

・人事評価職員研修
・長野県市町村職員研修セン
ター主催研修への出席
・各課業務研修への出席

総
務
課

目標
・職場内研修の実施
・職場外研修の受講

⇒ ⇒

・人事評価職員研修（３日間延
べ９回）
・長野県市町村職員研修セン
ター主催研修への出席（延べ５
３人）
・各課業務研修への出席（延べ
２５５人）

辰
野
病
院

目標
・各種研修会の実施
・職場外研修への参加

⇒ ⇒

⇒

実施
及び
計画

・人事評価職員研修（年２回）
・長野県市町村職員研修セン
ター主催研修への出席（延べ
７３人）
・各課業務研修への出席（延
べ３８１人）

H２４年度
判定

・接遇研修会
・患者満足度調査報告会
・管理職相当対象の研修会
・管理職相当の看護師研修会
・各部署の研修会への参加

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

⇒

・接遇研修会　50人
・患者満足度調査報告会　80
人
・管理職相当対象の研修会
10人
・管理職相当の看護師研修会
100人
・各部署の研修会への参加
50人

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実施
及び
計画

・接遇研修会 （２回延べ６
０人）
・各部署の研修会への参
加 （延べ約１００人）

H２７年度
達成目標

A

消
防
署

目標
職員の知識・技術の養成
を図る

⇒ ⇒ ⇒

各種救急研修、伊那消防組合
で実施される研修会、その他
実務研修会等への参加

実施
及び
計画

・各種、救急研修（集中講義）
に12名参加
・伊那組合で実施される研修
（権兵衛トンネル防災訓練視
察）に3名参加
・その他実務研修会に7名参
加。

救急研修
一次検証会　１２回232人参加
二次検証会　８回　24人参加
集中講義　１回　20人参加

H２４年度
判定 A

H２７年度
達成目標

各種研修会に参加させ、職員の知
識技術の養成を図る

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成２５年度

平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

⇒

H２７年度
達成目標

平成２６年度 平成２７年度

⇒

⇒

患者さんにより良い医療サービスを
提供できるよう、研修で知識や技術
の習得を図り実践する

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

H２４年度
判定

定員管理　１９５人

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

《 75 》

具体的な
取り組み

退職者の補充を最小限に留め、新規事務事業に対しても組織の見直し等により対応し、人件費の抑制に努めます。

推進項目

一般行政職員の削減

総合判定

平成２４年度

定員管理　１９５人 定員管理　１９５人

実施
及び
計画

・平成２３年度中途採用　　　 ０人
・平成２３年度末退職者　△１１人
・平成２４年４月採用者　　　  ６人
・平成２４年４月異動　　     　１人
　（小学校組合１）
前年比    　△  ４人

平成２３年度 平成２５年度 平成２６年度

・平成２４年度中途採用　　　 １人
・平成２４年度末退職者　　△６人
・平成２４年度中途退職者 △２人
・平成２５年４月採用者　　　  ４人
・平成２５年４月異動　　     　１人
　（小学校組合１）
前年比    　△  ３人

・平成２２年度中途採用 ０人
・平成２２年度末退職者
△１４人
・平成２３年４月採用者１２人
・平成２３年４月異動　　 ２人
　（上伊那広域１・振興１）
前年比    　増減なし

A

平成２７年度

E

目標

19,532千円

総
務
課

目標 定員管理　２００人 定員管理　１９６人

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定

実施
及び
計画

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度平成２３年度 平成２４年度

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

計画的な職員採用による定員管理
計画の実施

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

推進項目

人事管理の徹底

総合判定

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード
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具体的な
取り組み

職員の経歴・技能・資格等を活かした人事管理を行います。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

B

総
務
課

目標 自己申告制度の改正 自己申告制度の実施 ⇒ ⇒

H２７年度
達成目標

総合的な人材育成及び能力開発の
推進による適材適所への人員配置

⇒

実施
及び
計画

・現行の自己申告を整備し
制度化を検討（対象者は
同じ職３年以上の職員）
・自己申告実施要綱の検
討
・自己申告書様式の検討

・現行の自己申告を整備し制度
化を検討
・自己申告実施要綱の検討
・自己申告書様式の検討

H２４年度
判定 B

・自己申告実施要綱の設置
・新自己申告制度の実施
・人事異動への反映

平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２５年度

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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行革コード
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具体的な
取り組み

職種・職場によるフレックス制度等を検討し、事務事業を見直し適正配置を図るとともに、行政需要に適応した職員配置を行います。事務量
に応じた職員配置を実施します。また、職員配置の流動化も推進します。

勤務体制の見直し、職員の適正配置（柔軟な勤務体制の充実） B
総合判定推進項目

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総
務
課

目標 適正な職員配置 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・職種、職場によるフレックス
対応
・学校給食、道路補修の臨時
職員化
・保育園クラス増加に伴う職
員配置
・イベント等への職員応援体
制

・職種、職場によるフレックス対
応
・保育園給食の臨時職員化
・イベント等への職員応援体制

労働時間の弾力化と新たな行政課
題に柔軟に対応できる仕組みの構
築

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 B

・職種、職場によるフレックス
対応
・イベント等への職員応援体制

H２７年度
達成目標

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

目標

H２４年度
判定

平成２６年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２７年度
達成目標実施

及び
計画

平成２５年度平成２３年度 平成２４年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

H２４年度
判定
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課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度

《 78 》

推進項目

人事評価制度の導入と給与体系の見直し

総合判定

A

『辰野町第五次行財政改革大綱推進プログラム』　進行管理表

行革コード

具体的な
取り組み

人材育成基本方針に基づき実績・姿勢・意欲を評価した人事により、職員の活性化を図ります。給与体系の見直し（能力給制度への移行）
により、職員の活性化を図ります。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総
務
課

目標 人事評価制度の試行

・人事評価制度の実施　（管理
職）
・人事評価制度の試行　（監督
職・係員）

・人事評価制度の処遇への反映（管
理職）
・人事評価制度の実施（監督職）
・人事評価制度の試行（係員）

・人事評価制度の処遇へ
の反映（管理職・監督職）
・人事評価制度の実施
（係員）

・人事評価制度の実施及び適用
（管理職・監督職）
・人事評価制度の試行（係員）
・前年度評価結果の集約と評価
傾向の分析
・辰野病院への人事評価制度導
入に向け分科会の開催

人事評価制度の処遇
への反映（全職）

実施
及び
計画

・人事評価制度の試行（目標管
理・能力評価）
・前年度評価結果の集約と評価
傾向の分析
・苦情相談制度の決定
・勤勉手当及び昇給への反映時
期の決定
・人材育成方針の改正

・人事評価制度の実施及び適用
（管理職）
・人事評価制度の試行（監督職・
係員）
・前年度評価結果の集約と評価傾
向の分析

H２７年度
達成目標

公平性・公正性を確保し、実績や能
力を的確に処遇に反映することの
できる人事評価制度の構築

H２４年度
判定 A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

平成２５年度
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課 年度

効果額

課 年度

課 年度

課 年度

課 年度
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行革コード
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具体的な
取り組み

事務事業を委託することにより、臨時職員の削減と経費の削減を図ります。

推進項目

臨時職員の雇用形態の見直し

総合判定

A

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総
務
課

目標
委託できる事務事業の検
討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実施
及び
計画

・庁舎清掃業務の委託
・１日勤務体制から半日勤
務・時間制勤務体制への
変更
（効果額：対H22年比）

・個別の業務や施設管理の課
題等の検証
・必要な期間、必要な時間のみ
任用
（効果額：対H２２年比）

900千円 1,000千円

民間委託による人件費の削減

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

H２４年度
判定 A

・個別の業務や施設管理の課
題等の検証
・必要な期間、必要な時間の
み任用

H２７年度
達成目標

教
育
委
員
会

目標 委託できる事務事業の検討 ⇒

実施
及び
計画

学校ALT事業の委託を検討
民間委託による人件費の削減

H２４年度
判定

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

H２４年度
判定

平成２７年度

目標

目標

実施
及び
計画

H２７年度
達成目標

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

実施
及び
計画

平成２７年度

H２４年度
判定

学校ALT事業の委託を実施

H２７年度
達成目標

H２７年度
達成目標

H２４年度
判定

A
1,596千円
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